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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期
決算年月 平成18年３月平成19年２月平成20年２月平成21年２月平成22年２月

売上高(千円) 2,606,9285,772,9963,933,3342,462,1112,347,451

経常利益又は経常損失(△)(千円) △64,725 503,060△289,658△1,114,713△223,844

当期純利益又は当期純損失(△)

(千円)
△724,599289,597△2,459,005△2,863,290△207,947

純資産額(千円) 4,952,3817,308,1614,658,8931,577,9461,799,835

総資産額(千円) 10,280,99312,909,7827,407,0662,971,1742,104,922

１株当たり純資産額(円) 196.15 205.22 130.04 48.39 57.96

１株当たり当期純利益金額又は１株当た

り当期純損失金額(△)(円)
△53.45 10.03 △69.77 △83.66 △6.70

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額(円)
－ 9.69 － － －

自己資本比率(％) 48.17 56.03 61.87 50.55 85.45

自己資本利益率(％) △19.96 4.75 △41.62 △94.12 △12.60

株価収益率(倍) － 23.43 － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー

(千円)
△295,340△2,130,220△2,591,314△356,943△87,682

投資活動によるキャッシュ・フロー

(千円)
46,994△1,672,3591,678,733103,990110,426

財務活動によるキャッシュ・フロー

(千円)
3,287,7442,163,404454,609△399,597△469,782

現金及び現金同等物の期末残高

(千円)
3,621,4461,982,8911,518,914868,759409,510

従業員数(名)
44

(1)

64

(4)

55

(3)

24

(4)

17

(7)

　(注)　１．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．従業員数欄の(外書)については、第85期まではパート従業員数、第86期はパート従業員および人材派遣会社

からの派遣社員数、第87期は契約社員数、第88期は契約社員数および人材派遣会社からの派遣社員数であり

ます。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第84期、第86期、第87期および第88期は、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４．第85期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年２月28日までの11ヶ月間となっております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期
決算年月 平成18年３月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

売上高(千円) 2,553,660973,593 475,3741,015,0121,060,122

経常利益又は経常損失

(△)(千円)
△45,815 66,282 △48,894 △490,978△130,975

当期純利益又は当期純損失

(△)(千円)
△754,631 28,190△2,144,592△2,558,008 54,437

資本金(千円) 2,225,0003,225,0003,225,0003,225,0003,225,000

発行済株式総数(株) 25,300,00035,300,00035,300,00035,300,00035,300,000

純資産額(千円) 4,947,2007,049,8614,706,7521,931,0871,910,570

総資産額(千円) 9,999,97411,721,1035,867,0202,041,2682,110,487

１株当たり純資産額(円) 195.95 197.89 131.40 59.77 61.53

１株当たり配当額

(１株当たり中間配当額)

(円)

－

(－)

5

(－)

5

(－)

－

(－)　

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額(△)(円)

△55.67 0.98 △60.85 △74.74 1.75

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額(円)
－ 0.94 － － －

自己資本比率(％) 49.47 59.51 78.93 90.88 90.47

自己資本利益率(％) △20.73 0.47 △36.96 △78.88 2.89

株価収益率(倍) － 239.80 － － 11.40

配当性向(％) － 510.2 － － －

従業員数(名)
44

(1)
13 8

6

(3)

5

(5)

　(注)　１．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．当社は、平成18年10月１日付で繊維事業及びシステム事業について、新設する会社に承継する会社分割を

行っております。

３．従業員数欄の(外書)については、第84期はパート従業員数、第87期および第88期は契約社員数であります。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第84期、第86期および第87期は、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。また、第88期は希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

５．第85期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年２月28日までの11ヶ月間となっております。
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２【沿革】

昭和23年11月愛知県東春日井郡守山町(現名古屋市守山区)に、旧三井物産による、経編ニット一貫工場として、昭

和９年４月設立された東洋編織株式会社を基とし、同会社が戦後、財閥解体の命令による制限会社

の指定を受け、新たに資本金600万円をもって東洋編織株式会社を設立。

昭和24年２月 資本金3,000万円に増資。

昭和24年５月 名古屋証券取引所に上場。

昭和25年６月 事業目的に紡織業を追加。

昭和26年３月 大阪合同紡績(現東洋紡績)の在華紡(中国現地紡績会社)として、大正９年に設立された同興紡織株

式会社の内地資産を基に、故立川団三氏(昭和31年11月まで当社の社長に就任)が経営に参画し、資

本金を6,000万円に増資、商号を同興紡績株式会社と改称。

昭和26年９月 メリヤス製造業から綿紡績業に転換し、紡績設備17,200錘にて紡績糸製造を開始。

昭和28年３月 資本金１億2,000万円に増資。

昭和29年９月 名古屋市西区の当社メリヤス工場を分離独立し、肌着の生産を目的とした名古屋同興メリヤス株式

会社を当社の子会社として設立。

昭和31年12月大阪証券取引所に上場。

昭和35年11月愛知県丹羽郡大口町に第二工場を新設。

昭和35年12月資本金２億4,000万円に増資。

昭和39年10月資本金３億6,000万円に増資。

昭和44年６月 名古屋同興メリヤス株式会社が同興ニット株式会社に改称。

昭和44年10月資本金５億4,000万円に増資。

昭和51年３月 大分県東国東郡安岐町に同興ニット株式会社が安岐工場を新設。

昭和51年４月 名古屋市守山区の工場を第二工場へ集約し、名古屋工場と改称。

昭和51年５月 本店を名古屋市中村区に移転。

西印度諸島海島綿の紡出を開始。

昭和53年３月 本店を愛知県丹羽郡大口町名古屋工場敷地内に移転。

昭和57年６月 事業目的に電子計算機のソフトウェア業及び情報処理サービス業を追加。

昭和61年３月 東京出張所の廃止、名古屋工場の土地・建物・紡績設備の一部を売却する。

昭和63年11月通商産業省システム・インテグレータ第一次登録企業となる。

平成元年３月 高級綿コーマ糸をインドＲａｊａ社より輸入開始。

平成２年３月 綿100％超極細糸300番手試紡成功する。

平成８年２月 名古屋工場の操業を休止し、紡績糸生産を全量、外注委託化。

平成８年５月 ユニー株式会社と大規模店舗開発協定締結。

平成８年６月 事業目的に不動産の賃貸及び管理を追加。

平成９年６月 本店を愛知県丹羽郡大口町に移転。

平成９年９月 名古屋工場建物等、解体撤去。

平成10年１月 アピタ大口店(敷地１万１千有余坪、営業面積７千１百有余坪)建設着工。

平成10年10月アピタ大口店開店。不動産賃貸事業を開始する。

平成17年11月資本金９億6,500万円に増資。

平成18年２月 資本金22億2,500万円に増資。株式会社アポロ・インベストメント（現 ステラ・グループ株式会

社）より出資を受け連結子会社となる。

平成18年10月資本金32億2,500万円に増資。株式会社グローバルコーポレーション(不動産事業)の株式を取得し、

完全子会社化とする。会社分割(新設分割)により、株式会社ドーコーボウ(繊維事業)及び株式会社

同興システムズ(システム事業)に事業を承継。(連結子会社)

平成19年３月 商号を株式会社プロジェ・ホールディングスに変更。

平成19年５月 本店を東京都港区愛宕に移転。

平成19年12月同興ニット株式会社及び株式会社同興システムズを吸収合併。 

平成20年１月 アピタ大口店を売却。 

平成20年２月 愛知県丹羽郡大口町の旧本店を解体撤去。

平成20年６月 株式会社サイバーリップル（ＩＴ広告事業）の株式を取得し、完全子会社化とする。　

平成20年11月

　

福岡支店開設。　

平成21年１月

平成21年８月

平成21年12月

　

本店を東京都港区芝公園に移転。

株式会社サイバーリップルの全株式を売却し、同社は当社グループより離脱。

株式会社グローバルコーポレーションは解散し、同社は当社グループより離脱。　
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、親会社１社及び連結子会社１社により構成されており、不動産の売買、仲介、アレンジメント

事業、繊維製品の製造販売、及びアパレル事業を主たる業務としており、事業の種類別セグメントとの関連は次のとお

りであります。なお、保有不動産の売却を主たる業務としておりました株式会社グローバルコーポレーションは、販売

用不動産在庫の整理に目途がついたため、平成21年12月24日に解散し、特別清算手続きを開始しております。

(1) 不動産事業

当社が、不動産の売買、仲介、アレンジメント事業を行っております。

(2) 繊維事業

株式会社ドーコーボウが、紡績糸、織物生地等の製造・販売及びアパレル事業を行っております。

 

　当社グループの事業系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金(千円) 主要な事業の内容
 議決権被所有割合
(％)

(親会社)

ステラ・グループ㈱
大阪市中央区 6,622,518

出資または株式を取

得・所有することに

よる当該会社の支配

・管理

57.04

　(注)　１．有価証券報告書を提出しております。

２．当社の役員のうち２名はステラ・グループ株式会社の役員等の兼任があります。

 

名称 住所 資本金(千円) 主要な事業の内容
 議決権の所有割合
(％)

(連結子会社)

㈱ドーコーボウ
大阪市中央区 100,000繊維事業 100

　(注)　１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．役員の兼任があります。

３．48,000千円の融資を行っております。

４．管理契約に基づく管理料を受けております。

５. 事業の種類別セグメントの繊維事業の売上高に占める割合が100分の90を超えております。  
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成22年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産事業 1 (3)

繊維事業 12 (2)

全社(共通) 4 (2)

合計 17 (7)

　(注)　１．従業員数は就業人員であり、(　)内に契約社員および人材派遣会社からの派遣社員を外数で記載しております。

２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．従業員数が、前連結会計年度末に比べ減少したのは、株式会社サイバーリップルを連結から除外したことに

よるものであります。

(2)提出会社の状況

 平成22年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

5 (5) 　41才０カ月 　　１年10カ月 4,724

　(注)　１．従業員数は就業人員であり、(　)内に契約社員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

(3)労働組合の状況

　 労働組合との間に特筆すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、100年に一度と言われるような世界的大不況に対する主要諸国の大規

模な経済対策や金融安定化策等が奏功し、一部分野においては回復の兆しも見られるようになりました。しかし

ながら、大不況の実体経済へのダメージは想像以上に深く、企業収益の回復までには時間を要すると見られ、また

雇用不安による個人消費の低迷も続き、景気の先行きは依然として不透明感が拭えない状況であります。 

　当社および当社の子会社（以下「当社グループ」という）の主幹事業である不動産業界におきましては、大型の

住宅ローン減税や住宅版エコポイント制度の実施等、住宅取得促進策により一部で市況の回復が見え隠れしてお

ります。当連結会計年度（平成21年３月～平成22年２月）の新築マンション契約率は、首都圏では70.8％と好不調

の目安とされる70％をわずかに上回り、前年の60％台前半という虎口を脱しつつあります。しかし平成21年１～12

月までの１年間における全国新設住宅着工戸数は前年比27.9％減となり、45年振りに80万戸を下回りました。ま

た、近畿圏における新築マンション契約率は60％台前半で推移するなど、業界を取り巻く環境は依然として予断を

許しません。

　繊維業界におきましても、個人の購買意欲は低迷しており、衣料品への消費性向は弱含みで推移しております。例

外的に一部の大手衣料専門店は好況ですが、激安ジーンズなど低価格化傾向に歯止めがかからず、原材料価格の上

昇とあいまって、繊維業界全体は苦戦を強いられております。

　このような状況下、当社グループにおける不動産事業におきましては、「完成物件の買取り、再販事業」に経営資

源を集中的に投下してまいりました。「完成物件の買取り、再販事業」については、平成21年４月に買取った物件

（埼玉県川口市　マンション22戸）は完売となり、また平成21年11月（一部は平成22年１月）に購入した物件（東

京都大田区　マンション19戸）のうち９戸が販売・引渡しとなりました。さらに平成22年１月には新たに１物件

（東京都荒川区　マンション11戸）を買取り、販売中であります。さらに平成21年８月には、分譲マンション開発用

用地として神奈川県平塚市に土地を取得いたしました。（平成23年２月期中の竣工、販売を予定しております。）

　経営コストの圧縮については、人員削減・本社事務所の移転など大幅な削減を行った結果、当連結会計年度にお

ける販売費及び一般管理費は、前年同期比の１／２以下（約４億62百万円減少）と一定の成果をあげることがで

きました。

　また、子会社でありました株式会社サイバーリップルは、より事業シナジー効果の期待できるパートナーとの連

携を志向する同社の考えと、経営資源を不動産事業および繊維事業に集中的に投下したいという当社の考えが合

致し、当連結会計年度におきまして、同社を売却いたしました。さらに、子会社でありました株式会社グローバル

コーポレーションは、不動産在庫の売却に専心してまいりましたが、不動産在庫の整理に一応の目途がついたた

め、当連結会計年度におきまして解散を決議し、特別清算手続きを開始いたしました。

　これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高23億47百万円（前年同期比１億14百万円減少）、営業損失

２億円（前年同期は11億40百万円の営業損失）、経常損失２億23百万円（前年同期は11億14百万円の経常損失）、

当期純損失２億７百万円（前年同期は28億63百万円の当期純損失）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。

①　「完成物件の買取り、再販事業」につきましては、平成21年４月に買取った物件（埼玉県川口市　マンション22

戸）は完売となり、また平成21年11月（一部住戸は平成22年１月）に購入した物件（東京都大田区　マンション19

戸）のうち９戸が販売・引渡しとなりました。さらに平成22年１月には新たに１物件（東京都荒川区　マンション

11戸）を買取り、そのうち１戸が販売・引渡しとなりました。この結果、売上高は15億52百万円（前年同期比２億

82百万円増加）、営業利益21百万円（前年同期は７億97百万円の営業損失）となりました。

②　繊維事業につきましては、国内での製品需要の著しい落ち込みや、強まる低価格化傾向などにより、厳しい市場

環境が続きました。

　紡績糸は、上半期はインド糸や混紡糸での販売先との開発素材は順調に推移しましたが、例年下半期に受注が増

加するレギュラー品の見込み生産品が春夏素材の需要不振で思うように伸びませんでした。テキスタイル部門は、

インナー向け生地は新規企画での需要もあり堅調でしたが、アパレル向けの提案素材が主のアウター素材は追加

受注が伸びず、減少しました。アパレル部門につきましては、人員削減および事務の東京集約等の合理化策により、

売上は大幅に減少しましたが、経費削減の効果は現れております。

　この結果、売上高は７億24百万円（前年同期比３億78百万円減少）、営業損失21百万円（前年同期は１百万円の

営業損失）となりました。
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(2)キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ４億59百万円減少し、当連結会計年度末

には４億９百万円となりました。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、87百万円の支出となり、前年同期と比べ２億69

百万円の支出減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、１億10百万円の収入となり、前年同期と比べて

６百万円の収入増加となりました。これは主に、子会社株式の売却によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、４億69百万円の支出となり、前年同期と比べて

70百万円の支出増加となりました。これは主に、借入金の返済によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前連結会計年度比(％)

繊維事業 127,984 137.8

　(注)　１．金額は製造原価によっております。

２．ニットの一部を除き外注により生産を行っております。

３．上表の金額は消費税等抜きであり、以下外注加工費実績、製品仕入実績、受注実績、販売実績の各金額も同様

であります。

(2)外注の状況

当社グループの繊維事業については、加工糸、編立加工、染色加工等を外注に依存しており、当連結会計年度の外注

加工費は、72,036千円であります。

(3)製品仕入実績

 当連結会計年度の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前連結会計年度比(％)

繊維事業 516,311 62.6

(4)受注状況

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメン
トの名称

受注高(千円) 前連結会計年度比(％) 受注残高(千円) 前連結会計年度比(％) 

繊維事業 51,092 46.2 23,159 100.0

(5)販売実績

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前連結会計年度比(％)

不動産事業 1,552,816 122.2

繊維事業 724,009 65.7

その他 70,625 79.5

合計 2,347,451 95.3

　(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

上南範行 232,689 9.5 － －

株式会社オープンハウスディベ

ロップメント
203,110 8.3 563,953 24.0

日本リアライズ株式会社 － － 363,271 15.5
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３【対処すべき課題】

  当社グループを取り巻く環境は不動産業界、繊維業界ともに、景気の先行きに対する不透明感から、個人の購買

意欲の低迷が当面は続くと予想され、引き続き厳しい状況にあります。そのような環境下、当社グループの主幹事

業である不動産事業においては、既に実績のある「完成物件の買取り、再販事業」に加え、「分譲マンション開発

事業」を展開することで、収益の安定化を図ってまいります。繊維事業につきましては、急速な業績の回復は難し

いと考えますが、コストの削減等により経営のスリム化を図り、黒字転換を目指します。

　また、当社では「コーポレート・ガバナンス体制の充実」を重要な経営課題と認識し、グループ各社の内部統制

システムの整備推進、経営管理体制の充実、ステークホルダーとの対話等を進め、公正かつ合理的な事業運営を行

うとともに、社会に開かれた透明性の高い経営を行ってまいります。 

　さらには、証券市場の健全性・公平性の確保及び顧客・市場・社会からの信頼性を確保するために、以下のとお

り反社会的勢力に対する方針を宣言します。

① 当社は、反社会的勢力との関係を一切持ちません。

② 当社は、反社会的勢力による不当要求は、断固拒絶します。反社会的勢力による不当要求が認められた場合に

は、民事上もしくは刑事上の法的対応を行います。

③ 当社は、反社会的勢力が取引先や株主となって不当要求を行う場合の被害を防止するため、当社が締結する契

約書等に反社会的勢力排除条項を規定するとともに、契約締結後に契約の相手方が反社会的勢力であることが判

明した場合には、契約を解消します。

④ 当社は、反社会的勢力への資金提供は一切行いません。

⑤ 当社は、反社会的勢力の排除に関し、警察・暴力追放運動推進センター・弁護士等の外部専門機関と連携し、組

織的かつ適正に対応します。　
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営環境、財政状態および株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあり

ます。

　なお、文中における将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において判断したものです。

(1)事業に関する法的規制

　当社グループが主体とする不動産業界におきましては、「宅地建物取引業法」「建築基準法」「都市計画法」等

の法的規制を受けております。また、当社におきましては、「宅地建物取引業者」の登録を受けております。当社グ

ループは、これらに係る法律を遵守しておりますが、今後法令等の改正または新たな規制によって、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。  

(2)経済環境の変化による影響について

　当社グループの主幹事業である不動産業界は一般的に、景気動向、金利動向、地価動向、税制等の影響を受けてお

ります。したがってこのような経済環境に大幅な変化が生じた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。

(3)資金調達にかかるリスクについて

　当社グループの不動産事業における物件の購入資金につきましては、親会社からの借入金（平成22年２月28日現

在１億円）を除き、全て自己資金にて行っております。事業資金の調達は、金利情勢その他の外的環境に左右され

るため、これにより当社グループの業績及び財務状態に影響を受ける可能性がありますが、現時点では当面金融機

関から新たな資金調達を行う予定はありません。

(4)物件の引渡し時期に係るリスクについて

　当社グループの不動産事業におきましては、売買契約を締結した時点ではなく、物件の引渡しを行った時点で売

上計上を行っております。そのため、物件の引渡しの時期により、当社グループの業績に変動が生じる可能性があ

ります。

(5)在庫リスクについて

イ）繊維事業の在庫リスク（ドーコーボウ）

・インド糸　…　ドーコーボウが100％在庫リスクを引き受けるという業界慣行により、一時的に在庫量が増加す

る可能性はありますが、短期的に変化の少ない商品特性のため、随時販売してリスク（在庫）を極小化すること

が可能であり、不良在庫の可能性を抑えられると考えられます。

・テキスタイル　…　基本的に販売先からのオーダー制であり、在庫リスクは少ないものの、販売先からのキャン

セル、製品の不具合等が発生した場合、在庫が発生する可能性があります。

・アパレル　…　基本的に販売先からの受注生産であり、在庫リスクは少ないものの、販売先からのキャンセル、製

品の不具合等が発生した場合、在庫が発生する可能性があります。

ロ）不動産事業の在庫リスク（プロジェ・ホールディングス）

　対象不動産を購入する場合、不動産共同事業に出資する場合など、全ての取引において十分な調査を行い、リス

クを最小限に抑えるよう努めておりますが、予測がつかない瑕疵の発生などにより、プロジェクトの進行が遅延

した場合、在庫が滞留し、業績に影響を与える可能性があります。

(6)訴訟の可能性について

  当連結会計年度におきまして、当社グループの業績等に影響を及ぼす可能性のある訴訟は以下のとおりです。 

イ）株式会社ジェイアンドエム（神奈川県相模原市）が、株式会社ランドスター（東京都大田区）より平成21年

１月22日付で東京地方裁判所に対して不動産売買契約の解除に伴う違約金24百万円の支払いを求める訴訟を提

起されており、当社は被告である株式会社ジェイアンドエムに補助参加しております。この訴訟の結果は当社に

も及ぶこととなります。

ロ）当社100％子会社でありました株式会社グローバルコーポレーション（以下「グローバル」という）が保有

する不動産物件について、グローバルが隣接地との境界確認や権利関係の調整等に関する業務を依頼した、株式

会社ポイント（東京都港区）より、業務委託料の未払いがあるとして、グローバル、当社、有限会社リンクの３社

を被告として31百万円の損害賠償請求が東京地方裁判所に提訴されております。

　上記訴訟以外にも今後、当社グループが開発、施工、販売等を行う不動産物件について、瑕疵、土壌汚染等を起因と

して、訴訟その他の請求が発生する可能性があります。これら訴訟その他の請求の内容および結果によっては、当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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(7)人材の育成・確保について

　当社グループの主幹事業である不動産事業においては、案件の対象となる不動産の法的規制・権利関係の調査、

取引事例等のマーケティング調査、周辺環境の調査、近隣対策などの特殊的な技能が要求される場合があります。

当社グループは組織的に蓄積したノウハウをもって従業員の能力を向上させるとともに、社外で催される講習会

等による不動産関係の知識の習得、また外部から優秀な人材を確保することで、人材の育成・確保を図っていくと

同時に、社内の人材で補えない業務については、有力な外部協力業者にアウトソーシングするなどの対策も行って

おります。これらの人材の育成・確保が十分にできない場合には、当社グループの業績及び今後の事業展開に影響

を及ぼす可能性があります。

(8)特定の取引先への依存について

　当社グループの繊維事業の売上の一部は、海外の特定の協力工場に生産を依存している紡績糸であります。した

がって、政情不安等の事情により生産が停止した場合、業績に影響を与える可能性があります。

(9)外注先への依存について

　当社グループの繊維事業は、染色加工等を外注先に依存しています。そのため、外注先に予測不能な事態が生じた

場合、生産に支障をきたし、業績に影響を与える可能性があります。

(10)為替レート変動のリスクについて

　当社グループの繊維事業の一部については、輸出入取引を行っています。このため、為替レートの急激な変動が

あった場合、業績に影響を与える可能性があります。 

(11)継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、前連結会計年度において営業損失11億40百万円、当期純損失28億63百万円を計上し、当連結会計

年度におきましても、営業損失２億円、当期純損失２億７百万円を計上いたしました。過去４期連続してマイナス

でありました営業キャッシュ・フローは、当連結会計年度も△87百万円となり、引き続きマイナスでの推移となっ

ております。これらの結果、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

　　　なお、当該重要事象等を改善するための対応策等は、「７．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析  (7) 継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等」に記載しております。

５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成21年８月６日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社サイバーリップルの全株式の譲渡を

決議し、林竜二氏と株式譲渡契約を締結いたしました。　

 

６【研究開発活動】

　特記事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

　当社グループは資産の評価等に関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして、合理的と考えられる見積もり

および判断を行い、その結果を資産、負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して財務諸表を作成しておりま

すが、実際の結果は見積もり特有の不確実性があるため、これらの見積もりと異なる場合があります。

(2)当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度における当社グループの不動産事業では、「完成物件の買取り、再販事業」に経営資源を集中的

に投下してまいりました。「完成物件の買取り、再販事業」については、平成21年４月に買取った物件（埼玉県川

口市　マンション22戸）は完売となり、また平成21年11月（一部は平成22年１月）に購入した物件（東京都大田区

　マンション19戸）のうち９戸が販売・引渡しとなりました。さらに平成22年１月には新たに１物件（東京都荒川

区　マンション11戸）を買取り、販売中であります。さらに平成21年８月には、分譲マンション開発用用地として神

奈川県平塚市に土地を購入いたしました。（平成23年２月期中の竣工、販売を予定しております。）

　経営コストの圧縮については、人員削減・本社事務所の移転など、大幅な削減を行った結果、当連結会計年度にお

ける販売費及び一般管理費は、前年同期比の１／２以下（約４億62百万円減少）と一定の成果をあげることがで

きました。

　また、子会社でありました株式会社サイバーリップルは、よりシナジー効果の期待できるパートナーとの連携を

志向する同社の考えと、経営資源を不動産事業および繊維事業に集中的に投下したいという当社の考えが合致し、

当連結会計年度におきまして、同社を売却いたしました。さらに、子会社でありました株式会社グローバルコーポ

レーションは、不動産在庫の売却に専心してまいりましたが、不動産在庫の整理に一応の目途がついたため、当連

結会計年度におきまして解散を決議し、特別清算手続きを開始いたしました。

　これらの結果、当連結会計年度における経営成績は、売上高23億47百万円(前年同期比１億14百万円減少)、営業損

失２億円(前年同期は11億40百万円の営業損失)、経常損失２億23百万円(前年同期は11億14百万円の経常損失)、当

期純損失２億７百万円(前年同期は28億63百万円の当期純損失)となりました。

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主幹事業である不動産業界におきましては、大型の住宅ローン減税や住宅版エコポイント制度の

実施等、住宅取得促進策により一部で市況の回復が見え隠れしております。

　不動産経済研究所（東京・新宿）が発表した当連結会計年度における新築マンション契約率は、首都圏では

70.8％と好不調の目安とされる70％をわずかに上回り、前年の60％台前半という虎口を脱しつつあります。しかし

平成21年１～12月までの１年間における全国新設住宅着工件数は前年比27.9％減となり、45年振りに80万戸を下

回りました。また、近畿圏における新築マンション契約率は60％台前半で推移するなど、業界を取り巻く環境は依

然として予断を許しません。

　このように、当社グループの主幹事業である不動産業界は一般的に、景気動向、金利動向、地価動向、税制等の影響

を受けております。したがってこのような経済環境に大幅な変化が生じた場合には、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。

　そのほか、経営成績に重要な影響を与える可能性のある要因については、「第２　事業の状況  ４．事業等のリス

ク」に記載のものがあります。

(4)経営戦略の現状と見通し

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、「第２　事業の状況  ３．対処すべき課題」にて記載

の内容を重点課題として、取り組んでまいります。

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　「第２　事業の状況  １．業績等の概要  (2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。
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(6)経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、当社グループを取り巻く環境は不動産業界、繊維業界ともに、景気の先行きに対する不透明感から、個人

の購買意欲の低迷が当面は続くと予想され、引き続き厳しい状況にあります。

　このような環境下、当社グループの主幹事業である不動産事業においては、既に実績のある「完成物件の買取り、

再販事業」に加え、「分譲マンション開発事業」を展開することで、収益の安定化を図ってまいります。繊維事業

につきましては、急速な業績の回復は難しいと考えますが、コストの削減等により経営のスリム化を図り、黒字転

換を目指します。

(7)継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等

　当社グループは、「第２　事業の状況　４．事業等のリスク　(11) 継続企業の前提に関する重要事象等」に記載の

とおり、前連結会計年度において営業損失11億40百万円、当期純損失28億63百万円を計上し、当連結会計年度にお

きましても、営業損失２億円、当期純損失２億７百万円を計上いたしました。過去４期連続してマイナスでありま

した営業キャッシュ・フローは、当連結会計年度も△87百万円となり、引き続きマイナスでの推移となっておりま

す。これらの結果、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる状況が存在しております。

　そこで当社グループは、以下の対応策を講じ、当該事象の解消と改善に向けて努めており、その結果、継続企業の

前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

①事業政策面

　経営資源を「完成物件の買取り、再販事業」および「分譲マンション開発事業」に集中することで、事業効率を

高めてまいります。「完成物件の買取り、再販事業」については、平成21年４月に買取った物件（埼玉県川口市　マ

ンション22戸）は完売となり、また平成21年11月（一部は平成22年１月）に購入した物件（東京都大田区　マン

ション19戸）のうち９戸が販売・引渡しとなりました。さらに平成22年１月には新たに１物件（東京都荒川区　マ

ンション11戸）を買取り、販売中であります。さらに平成21年８月には、分譲マンション開発用用地として神奈川

県平塚市に土地を取得いたしました。（平成23年２月期中の竣工、販売を予定しております。）

　なお、物件の仕入れに際しては、十分なデューデリジェンスを行い、厳選した物件のみを購入しています。

②財務政策面

　次期は、「完成物件の買取り、再販事業」の展開により継続的に営業キャッシュ・フローを創出すると同時に、

「分譲マンション開発事業」も期中の竣工・販売を予定しております。また、さらなる経営コストの削減効果も見

込まれ、経営の安定化を図ってまいります。なお、当面資金繰りには支障は無いものと考えております。　
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、当連結会計年度において、特に記載すべき重要な設備投資は実施しておりません。

　 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1)提出会社

 平成22年２月28日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業

員数
(名)

建物及び構
築物

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社

(東京都港区)

管理業務および

不動産事業
－ 1,058 － － 1,0584(5) 

福岡支店

(福岡市博多区)
不動産事業 － － － － － 1

  (注)従業員数の（　）は、契約社員数を外書しております。

(2)国内子会社

株式会社ドーコーボウ　

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　平成22年２月28日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
帳簿価額(千円) 従業

員数
(名)

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

その他 合計

本社

(大阪市中央区)

管理業務および

繊維事業
－ － － － －  10(2)

東京オフィス

(東京都新宿区)
繊維事業 － － － － － 2　

  (注)従業員数の（　）は、契約社員数および人材派遣会社からの派遣社員数を外書しております。　

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案しております。設備計画は原則

的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当たっては会議において提出会社を中心に調整を図ってお

ります。

  なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、拡充、改修、除売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 53,200,000

計 53,200,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

(株)
(平成22年２月28日)

提出日現在発行数
(株)

(平成22年５月27日)

上場金融商品取引所名　　
又は登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 35,300,000 35,300,000

名古屋証券取引所

(市場第二部)

大阪証券取引所

(市場第二部)

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は1,000株であ

ります。

計 35,300,000 35,300,000 － －

　(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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(２)【新株予約権等の状況】

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成18年１月12日臨時株主総会決議に基づく第１回新株予約権

 
事業年度末現在 
(平成22年２月28日) 

提出日の前月末現在 
 (平成22年４月30日)

新株予約権の数 (個) 3,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 3,000,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 210  同左 

新株予約権の行使期間
 平成18年４月27日から

 平成27年４月26日まで
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円)

 発行価格　　　210　

 資本組入額　　105
 同左 

新株予約権の行使の条件

 各新株予約権の行使に当

たっては、一部行使はでき

ないものとする。　

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権の譲渡につい

ては、取締役会の承認を要

する。

 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 (注) １. 目的となる株式数の調整　

3,000,000株(新株予約権１個につき1,000株)

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち該当時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。　　　　　　　

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

②当社が組織再編成を行う場合、目的たる株式の数を調整することができる。

２. 行使時の払込金額の調整

新株予約権１個につき金210,000円(１株当たり210円)

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整の結果

生じる円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額＝調整前払込金額　×
 １

分割または併合の比率 

 

②当社が組織再編成を行う場合、払込価額を調整することができ、調整の結果生じる円未満の端数は切り上

げるものとする。

③新株予約権発行日以降、時価を下回る払込価額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分(新株予約

権の行使により新株式を発行する場合を除く)する場合、次の算式により１株当たり払込価額を調整し、調

整の結果生じる円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算数において、「既発行株式数」には、

自己株式として保有する当社普通株式の数は含まないものとする。

        新発行・
 ×
1株あたりの発行

     
＋
処分株式数 ・処分価額

 調整後
 ＝
 調整前

 ×
既発行株式数 新発行・処分前の時価 

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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②平成18年１月12日臨時株主総会決議に基づく第３回新株予約権

 
事業年度末現在 
(平成22年２月28日) 

提出日の前月末現在 
 (平成22年４月30日)

新株予約権の数 (個) 632 632

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 632,000 632,000

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 664  同左 

新株予約権の行使期間
 平成20年１月27日から

 平成28年１月27日まで
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円)

 発行価格　　　664　

 資本組入額　　332
 同左 

新株予約権の行使の条件  (注)　１　  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権の譲渡につい

ては、取締役会の承認を要

する。

 同左 

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 (注) １. ①新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時においても、当社

または当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退

任、定年退職または当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。　

②新株予約権の譲渡、質入及びその他の処分及び相続は認めない。　

２. 目的となる株式数の調整　

632,000株(新株予約権１個につき1,000株)

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

②当社が組織再編成を行う場合、目的たる株式の数を調整することができる。

３. 行使時の払込金額の調整

新株予約権１個につき金664,000円(１株当たり664円)

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整の結果

生じる円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額＝調整前払込金額　×
 １

分割または併合の比率 

 

②当社が組織再編成を行う場合、払込価額を調整することができ、調整の結果生じる円未満の端数は切り上

げるものとする。

③新株予約権発行日以降、時価を下回る払込価額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分(新株予約

権の行使により新株式を発行する場合を除く)する場合、次の算式により１株当たり払込価額を調整し、調

整の結果生じる円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算数において、「既発行株式数」には、

自己株式として保有する当社普通株式の数は含まないものとする。

      　新発行・
 ×
1株あたりの発行

     
＋
処分株式数 ・処分価額

 調整後
 ＝
 調整前

 ×
既発行株式数 新発行・処分前の時価 

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

③平成19年５月30日臨時株主総会決議に基づく第４回新株予約権

 
事業年度末現在 
(平成22年２月28日) 

提出日の前月末現在 
 (平成22年４月30日)

新株予約権の数 (個) 18 18

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個)  　　　　　　－  　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 18,000 18,000

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 201  同左 

新株予約権の行使期間
 平成21年６月１日から

 平成25年５月31日まで
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円)

 発行価格　　　201　

 資本組入額　　101
 同左 

新株予約権の行使の条件  (注)　１　  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権の譲渡につい

ては、取締役会の承認を要

する。

 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

 (注) １. 新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時においても、当社ま

たは当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退任、

定年退職または当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。　

２. 目的となる株式数の調整　

18,000株(新株予約権１個につき1,000株)

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

②当社が組織再編成を行う場合、目的たる株式の数を調整することができる。

３. 行使時の払込金額の調整

新株予約権１個につき金201,000円(１株当たり201円)

①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整の結果

生じる円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額＝調整前払込金額　×
 １

分割または併合の比率 
 

②当社が組織再編成を行う場合、払込価額を調整することができ、調整の結果生じる円未満の端数は切り上

げるものとする。

③新株予約権発行日以降、時価を下回る払込価額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分(新株予約

権の行使により新株式を発行する場合を除く)する場合、次の算式により１株当たり払込価額を調整し、調

整の結果生じる円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算数において、「既発行株式数」には、

自己株式として保有する当社普通株式の数は含まないものとする。

      　新発行・
 ×
1株あたりの発行

     
＋
処分株式数 ・処分価額

 調整後
 ＝
 調整前

 ×
既発行株式数 新発行・処分前の時価 

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

適用はありません。

　

(４)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減
額(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年11月25日 (注１)2,500 13,300 425,000965,000425,000426,296

平成18年２月８日 (注２) 12,000 25,3001,260,0002,225,0001,260,0001,686,296

平成18年10月31日 (注３)10,000 35,3001,000,0003,225,0001,000,0002,686,296

平成18年12月26日 (注４) － 35,300 － 3,225,000△2,000,000686,296

　(注)  １．第三者割当

主な割当先　グレートステップ・インベストメンツ・リミテッド他４社

発行価格　340円　 資本組入額　170円　

２．第三者割当

　　割当先　株式会社アポロ・インベストメント(現ステラ・グループ株式会社)

　　発行価格　210円　 資本組入額　105円

３．第三者割当

主な割当先　田中大輔他

発行価格　200円　 資本組入額　100円

４. 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

 

(６)【所有者別状況】

 平成22年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 単元未満株
式の状況
(株)

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) － 3 15 24 6 2 1,841 1,891 －

所有株式数

(単元)
－ 259 240 18,228 144 22 16,31535,208 92,000

所有株式数の

割合(％)
－ 0.73 0.68 51.77 0.40 0.06 46.33 100.0 －

　（注）自己株式4,266,500株は「個人その他」に4,266単元及び「単元未満株式の状況」に500株を含めて記載しており

ます。　
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(７)【大株主の状況】

 平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

ステラ・グループ株式会社 大阪府大阪市中央区瓦町１丁目６－10 17,651 50.00

株式会社プロジェ・ホール

ディングス
東京都港区芝公園３丁目１－１ 4,266 12.08

江藤　鉄男 東京都新宿区 750 2.12

榊原　節子 愛知県名古屋市昭和区 426 1.20

村山　信也 東京都西多摩郡瑞穂町 289 0.81

藤田　泰夫 東京都港区 256 0.72

鈴木　正利 静岡県浜松市東区 238 0.67

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 233 0.66

土山　彬 福岡県久留米市 199 0.56

内田　祐希 神奈川県横浜市旭区 184 0.52

計 － 24,492 69.38

　

(８)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   4,266,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式  30,942,000 30,942 －

単元未満株式 普通株式      92,000 － －

発行済株式総数 35,300,000 － －

総株主の議決権 － 30,942 －

②【自己株式等】

 平成22年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社プロジェ

・ホールディング

ス 

 東京都港区芝公

園３丁目１番１

号

4,266,000 － 4,266,000 12.08

計 － 4,266,000 － 4,266,000 12.08
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(９)【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発行

する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

 

（平成18年１月12日臨時株主総会決議）　

　旧商法に基づき、当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員に対して付与することを平成18年１月12日の

臨時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成18年１月12日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社または当社子会社の取締役、監査役及び従業員

54名

新株予約権の目的となる株式の種類

「(2)新株予約権等の状況 ②平成18年１月12日臨時株

主総会決議に基づく第３回新株予約権」に記載してお

ります。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（平成19年５月30日臨時株主総会決議）　

　会社法に基づき、当社子会社の取締役、従業員に対して付与することを平成19年５月30の臨時株主総会において

決議されたものであります。

決議年月日 平成19年５月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社子会社の取締役及び従業員

34名

新株予約権の目的となる株式の種類

「(2)新株予約権等の状況 ②平成19年５月30日臨時株

主総会決議に基づく第４回新株予約権」に記載してお

ります。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(１)【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

(２)【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。　　　

(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 2,126 42,846

当期間における取得自己株式 － －

 　(注) 当期間における取得自己株式には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

(４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

(取締役会決議による売渡)
－ － － －

保有自己株式数 4,266,500 － 4,266,500 －

 　(注) 当期間における保有自己株式数には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する配当額の決定を重要政策のひとつとして認識し、企業基盤の強化ならびに将来の事業展開のた

めの内部留保や収益見通しなどを勘案しながら、可能な限り安定的な成果の配分を行うことを、配当政策の基本方針

としています。

　当社の剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は取締役会で

あります。

　当事業年度につきましては、当期純損失となったため、誠に遺憾ではございますが、配当は無配とさせていただきま

す。

　内部保留資金につきましては、経営体質の充実、および今後の事業に備え、長期的な視点で有効に活用してまいりま

す。

　なお、当社は剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議による旨定款に定めております。

　

４【株価の推移】

(１)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期
決算年月 平成18年３月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

最高(円) 800 485 263 82 45

最低(円) 310 166 69 7 8

　（注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．第85期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年２月28日までの11ヶ月間となっております。

(２)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別  平成21年９月 平成21年10月平成21年11月平成21年12月平成22年１月 平成22年２月

最高(円) 33 31 25 31 24 21

最低(円) 21 18 18 19 19 18

　(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長

(代表取締役)

　

 森田　宏文 昭和44年７月６日生 

平成４年４月 株式会社東海銀行(現 株式会社三菱

東京UFJ銀行)入行

11年１月INAひまわり生命保険株式会社(現　

損保ジャパンひまわり生命保険株式

会社)入社

12年５月アリコジャパン入社

12年12月フューチャークリエイト株式会社

(現 TRNコーポレーション株式会社)

入社

15年３月同社　取締役

16年５月同社　監査役

18年３月株式会社グローバルコーポレーショ

ン　監査役

19年５月当社　取締役

19年５月株式会社グローバルコーポレーショ

ン　取締役

20年４月当社　代表取締役社長

20年５月株式会社ドーコーボウ　取締役

20年５月ステラ・グループ株式会社　取締役

21年１月当社　取締役

21年３月株式会社グローバルコーポレーショ

ン　代表取締役社長

21年５月株式会社ドーコーボウ　監査役

22年５月株式会社ドーコーボウ　取締役(現

任)

22年５月当社　代表取締役社長(現任)

(注)２ －

 取締役  上野　孝一 昭和37年３月８日生

昭和57年４月小沢コンクリート工業株式会社入社

平成３年４月 日本エー・エム・ピー株式会社入社

11年11月ナカミチ株式会社入社

14年８月物産パッケージサービス株式会社入

社

18年１月株式会社アポロ・インベストメント

(現 ステラ・グループ株式会社)入

社　財務経理部長

18年７月同社　執行役員財務経理部長

18年11月同興紡績株式会社(現 当社)  取締

役

19年９月ステラ・グループ株式会社  経理部

長

19年11月同社　取締役

20年５月株式会社オーエー・システム・プラ

ザ  取締役　

20年５月当社　取締役

20年５月ステラ・グループ株式会社　常務取

締役

20年８月当社　取締役副社長

21年１月当社　代表取締役社長

21年１月ステラ・グループ株式会社　取締役

(現任)

21年５月株式会社ドーコーボウ　取締役

22年５月

　

株式会社オーエー・システム・プラ

ザ　取締役(現任)　

22年５月

　

当社　取締役(現任)　

(注)２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役  清永　信朗 昭和42年６月17日生

平成２年４月 東京システム運輸株式会社入社

14年２月株式会社テレマーケティングジャパ

ン入社

16年９月店舗流通ネット株式会社(現 TRN

コーポレーション株式会社)入社

18年１月株式会社テレウェイヴ(現 株式会社

SBR)入社

19年８月当社入社　財務経理部長

20年５月当社　取締役

20年５月株式会社ドーコーボウ　取締役

21年５月当社　財務経理部長

22年５月

　

株式会社ドーコーボウ　監査役(現

任)

22年５月

　

当社　取締役(現任)

(注)２ －

取締役  津田　由行 昭和44年８月６日生

平成４年４月 東京リコー株式会社(現 リコー販売

株式会社)入社

８年９月 株式会社穴吹工務店入社

18年３月株式会社やすらぎ入社

18年11月株式会社エイテック入社

19年７月ステラ・グループ株式会社入社

20年３月同社　総務人事部長(現任)

20年５月株式会社オーエー・システム・プラ

ザ　取締役(現任)

21年５月株式会社エルメ　監査役

22年２月株式会社エルメ　代表取締役社長(現

任)　

22年５月

　

当社　取締役(現任)

(注)２ －

取締役  安部　紀光 昭和22年10月18日生

昭和47年４月同興紡績株式会社(現 当社)入社

平成18年10月株式会社ドーコーボウ　取締役営業

部長

19年５月株式会社ドーコーボウ　代表取締役

社長(現任)

22年５月当社　取締役(現任)

(注)２ 4

監査役  稲吉　康司 昭和８年４月５日生

昭和27年４月株式会社協和銀行(現 株式会社りそ

な銀行)入行

58年８月株式会社ライフランド　取締役

平成14年３月フューチャークリエイト株式会社

(現 TRNコーポレーション株式会社)

　監査役

15年３月株式会社ワイズテーブルコーポレー

ション　監査役

20年５月株式会社オーエー・システム・プラ

ザ　監査役(現任)

20年５月当社　監査役(現任)

21年２月株式会社グローバルコーポレーショ

ン　監査役

 (注)

  １.３
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役  砂川　祐二 昭和44年５月７日生

平成10年10月司法試験合格

12年10月弁護士登録　福家総合法律事務所入

所

19年１月清風法律事務所所属

21年５月当社　監査役(現任)

 (注)

  １.４
－

監査役  小川　和洋 昭和34年４月14日生

昭和63年３月公認会計士登録

平成16年７月小川和洋会計事務所開業

現在に至る　

16年11月税理士登録　

17年６月日本金属株式会社　監査役　

20年６月東京日産コンピュータシステム株式

会社　監査役(現任)

22年５月当社　監査役(現任)

 (注)

  １.５
－

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 4

　

　（注）１．監査役稲吉康司、砂川祐二及び小川和洋は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２. 平成22年５月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３. 平成20年５月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４. 平成21年５月27日開催の定時株主総会の終結の時から３年間

５．平成22年５月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

（代表取締役の異動）

氏名

（生年月日）　
新役職名　 旧役職名　 異動の年月日　

所有株式数

（千株）　

森田　宏文

（昭和44年７月６日生）　
代表取締役社長　 取締役　 平成22年５月27日　 －　

上野　孝一

（昭和37年３月８日生）　
取締役　 代表取締役社長　 平成22年５月27日　 －　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(１)【コーポレート・ガバナンスの状況】

 (コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

　当社は、株主・ステークホルダーからの信頼をより高めるため、コーポレートガバナンスの充実を最重要課題の一つ

と認識し、法令遵守のうえ、透明性の高い企業活動に努め、経営の健全化と迅速な意思決定を行っていくことを基本に

しております。

　当社ではコーポレートガバナンスに対する施策を以下のとおり実施しております。

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

ア)取締役会

　当社の取締役会は３名（社外取締役はおりません）で構成され、毎月１回の定時取締役会に加え、臨時取締役会

を随時開催し、非常勤も含めた監査役出席のもと、子会社を含めた経営課題の検討や報告の場としております。こ

れらにおいて、取締役は相互に業務執行を監督しております。　　　　　

　取締役会は重要な意思決定機関であるとともに、経営を監視する機関と位置づけており、すべての重要事項は取

締役会において決定しております。

イ)監査役会

　当社の監査役会は３名（３名全員が社外監査役）で構成され、取締役会に出席し、意見を述べるほか、必要に応

じてその他の重要な会議へも出席し、会社の内部統制状況を日常的に監視し、独立した立場から業務執行の適法

性監査を中心とした監査を実施しております。また、定時に開催される監査役会においては、監査役相互に報告が

行われております。

②内部統制システムの整備の状況　　

　当社は、適正な財務諸表の作成、法規の遵守、会社資産の保全、事業活動の効率的な遂行を目的とし、会社法第362

条第４項第６号「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業

務の適正を確保するために必要なものとして法務省で定める体制の整備」に基づき、代表取締役社長が遵守すべ

き基本方針を明らかにするとともに、会社法第100条「業務の適正を確保するための体制」に定める同システムの

体制整備に必要とされる各条項に関する基本方針を定めております。　　　　　　

③内部監査及び監査役監査の状況

　監査役は取締役会をはじめとして、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議に

出席するとともに、業務執行に関する重要な決裁書類等を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を

求めるなどして、違法性の有無について監査しております。併せて会計監査人との意見交換を行い、監査の実効性

と効率性の向上を目指しています。また、内部監査については、内部統制上必要時に諸法令等の合目、合法の調査を

行うこととしており、必要に応じて監査役及び会計監査人であります監査法人と連携し、その業務を遂行しており

ます。

④会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、藤井幸雄氏、遠田晴夫氏の２名であり、フロンティア監査法人に所

属しております。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他７名から構成されております。

⑤社外取締役及び社外監査役との関係

　平成22年２月28日現在、社外取締役は０名、社外監査役は３名であります。社外監査役林豊和氏は当社の親会社で

あるステラ・グループ株式会社出身であり、同社勤務時代から当社の状況に精通していることから、監査機能の強

化を目的としております。また、社外監査役稲吉康司氏は上場企業の監査役をはじめ数社の監査役を歴任した経験

から、株式会社の監査に関する高い識見を有しており、同じく社外監査役砂川祐二氏は弁護士としての専門的見地

から、それぞれ客観的に当社取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。
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(2)リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理については「リスク管理規程」を定め、同規程に基づきリスク毎に主管部を定め、社長室およ

び取締役を中心に、適切な管理体制の構築・運営を図っております。また、不足の事態が生じたリスクへの対応に

ついては、代表取締役社長指揮下で緊急対策本部を設置し、迅速な対応と損害の拡大を防止する体制を整備してま

いります。

(3)役員報酬の内容

　当社の社内取締役に対する報酬は、当該人員６名に対し21,633千円であります。また、当社の監査役に対する報酬

は、当該人員４名に対し、4,710千円であります。

(4)責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の行為に関する取締

役（取締役であった者を含む）および監査役（監査役であった者を含む）の責任を法令の限度において免除する

ことができる旨を定款で定めております。これは、取締役及び監査役が、その期待される役割を十分に発揮できる

ようにすることを目的とするものです。

  当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役、社外監査役および会計監査人との間に、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができるようになっております。

　当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

(5)株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の特別決議要件について、株主総会の円滑な運営と目的とし

て、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨、定款に定めております。

(6)取締役会で決議できる株主総会決議事項

①自己株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して資本政策を機動的に遂行することを可能とする

ため、会社法第165条第２項の定めに基づき、取締役会決議をもって市場取引等により自己株式を取得することが

できる旨を定款で定めております。　

②剰余金の配当

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役

会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(7)取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

(8)取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨、定款に定めております。

 (9)取締役の任期

　当社は、取締役の任期について、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終

結の時までとする旨を定款に定めております。
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(２)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 24,000 －

連結子会社 － － － －

計 － － 24,000 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成20年３月１日から平成21年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度(平成21年３月１日から平成22年２月28日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成20年３月１日から平成21年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度(平成21年３月１日から平成22年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年３月１日から平成21年２月

28日まで)及び当連結会計年度(平成21年３月１日から平成22年２月28日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度

(平成20年３月１日から平成21年２月28日まで)及び当事業年度(平成21年３月１日から平成22年２月28日まで)の

財務諸表について、フロンティア監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※3
 667,735

※3
 271,875

受取手形及び売掛金 ※4
 332,085

※4
 149,742

たな卸資産 ※3
 1,568,638 －

商品及び製品 － 119,688

販売用不動産 － ※3
 1,084,208

仕掛販売用不動産 － 178,647

仕掛品 － 10,300

原材料及び貯蔵品 － 231

預け金 301,345 238,277

その他 25,118 20,761

貸倒引当金 △5,624 △225

流動資産合計 2,889,298 2,073,506

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,557

※1
 1,058

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 1,194 －

土地 ※2
 2,576

※2
 2,576

その他（純額） ※1
 5,446 －

有形固定資産合計 10,775 3,635

無形固定資産

その他 19,847 －

無形固定資産合計 19,847 －

投資その他の資産

投資有価証券 25,716 4,030

長期貸付金 259,403 237

長期未収入金 919,540 61,425

破産更生債権等 293,420 2,673,692

その他 23,154 23,587

貸倒引当金 △1,471,863 △2,735,192

投資その他の資産合計 49,370 27,780

固定資産合計 79,994 31,415

繰延資産

株式交付費 1,881 －

繰延資産合計 1,881 －

資産合計 2,971,174 2,104,922
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3, ※4
 187,121

※3, ※4
 87,509

短期借入金 ※3
 1,050,000 －

関係会社短期借入金 － ※3
 100,000

未払法人税等 7,121 9,237

未払消費税等 3,745 288

賞与引当金 5,170 1,624

訴訟損失引当金 34,000 31,600

その他 97,068 66,217

流動負債合計 1,384,226 296,475

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 ※2
 419

※2
 419

退職給付引当金 6,376 6,737

その他 2,205 1,454

固定負債合計 9,001 8,611

負債合計 1,393,227 305,087

純資産の部

株主資本

資本金 3,225,000 3,225,000

資本剰余金 1,767,567 1,767,567

利益剰余金 △3,438,935 △3,142,093

自己株式 △52,376 △52,419

株主資本合計 1,501,255 1,798,054

評価・換算差額等

土地再評価差額金 ※2
 611

※2
 611

評価・換算差額等合計 611 611

新株予約権 76,080 1,170

純資産合計 1,577,946 1,799,835

負債純資産合計 2,971,174 2,104,922
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 2,462,111 2,347,451

売上原価 2,722,342 ※5
 2,130,298

売上総利益又は売上総損失（△） △260,231 217,153

販売費及び一般管理費 ※1
 880,038

※1
 417,742

営業損失（△） △1,140,270 △200,589

営業外収益

受取利息 5,001 518

受取配当金 45,354 －

仕入割引 － 401

投資有価証券売却益 868 －

受取賃貸料 － 1,776

受取保険料 6,912 －

その他 7,060 1,057

営業外収益合計 65,198 3,754

営業外費用

支払利息 26,836 20,640

株式交付費償却 3,631 1,881

支払手数料 3,563 500

その他 5,608 3,986

営業外費用合計 39,641 27,009

経常損失（△） △1,114,713 △223,844

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 105

投資有価証券売却益 － 35,032

関係会社株式売却益 － 58,753

貸倒引当金戻入額 58,300 32,918

新株予約権戻入益 － 75,000

受取和解金 53,817 －

その他 1,219 1,779

特別利益合計 113,337 203,589

特別損失

減損損失 ※3
 74,090

※3
 15,012

固定資産処分損 ※4
 62,318

※4
 2,251

貸倒引当金繰入額 633,743 1,000

たな卸資産評価損 1,707,417 168,000

その他 273,270 －

特別損失合計 2,750,839 186,263

税金等調整前当期純損失（△） △3,752,215 △206,518

法人税、住民税及び事業税 4,748 3,375

過年度法人税等 － △1,946

法人税等調整額 △893,673 －

法人税等合計 △888,925 1,429

当期純損失（△） △2,863,290 △207,947
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,225,000 3,225,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,225,000 3,225,000

資本剰余金

前期末残高 1,943,771 1,767,567

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △176,204 －

当期変動額合計 △176,204 －

当期末残高 1,767,567 1,767,567

利益剰余金

前期末残高 △575,645 △3,438,935

当期変動額

当期純損失（△） △2,863,290 △207,947

連結範囲の変動 － 504,789

当期変動額合計 △2,863,290 296,841

当期末残高 △3,438,935 △3,142,093

自己株式

前期末残高 △10,222 △52,376

当期変動額

自己株式の取得 △47,754 △42

自己株式の処分 5,600 －

当期変動額合計 △42,154 △42

当期末残高 △52,376 △52,419

株主資本合計

前期末残高 4,582,904 1,501,255

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △176,204 －

当期純損失（△） △2,863,290 △207,947

連結範囲の変動 － 504,789

自己株式の取得 △47,754 △42

自己株式の処分 5,600 －

当期変動額合計 △3,081,648 296,799

当期末残高 1,501,255 1,798,054
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △742 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

742 －

当期変動額合計 742 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金

前期末残高 611 611

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 611 611

評価・換算差額等合計

前期末残高 △131 611

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

742 －

当期変動額合計 742 －

当期末残高 611 611

新株予約権

前期末残高 76,121 76,080

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △40 △74,910

当期変動額合計 △40 △74,910

当期末残高 76,080 1,170

純資産合計

前期末残高 4,658,893 1,577,946

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △176,204 －

当期純損失（△） △2,863,290 △207,947

連結範囲の変動 － 504,789

自己株式の取得 △47,754 △42

自己株式の処分 5,600 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 701 △74,910

当期変動額合計 △3,080,946 221,888

当期末残高 1,577,946 1,799,835
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △3,752,215 △206,518

減価償却費 19,487 7,606

減損損失 74,090 15,012

のれん償却額 8,232 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 554,873 △32,809

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,836 360

受取利息及び受取配当金 △50,356 △518

支払利息 26,836 20,640

固定資産売却損益（△は益） 1,352 △105

固定資産除却損 60,966 2,251

たな卸資産評価損 1,707,417 168,000

売上債権の増減額（△は増加） 45,586 185,453

関係会社株式売却損益（△は益） － △58,753

たな卸資産の増減額（△は増加） 349,238 △51,202

仕入債務の増減額（△は減少） △82,369 △96,806

投資有価証券売却損益（△は益） － △35,032

長期未収入金の増減額(△は増加) △919,540 24,177

不動産共同事業出資金の増減額 1,345,000 －

未払消費税等の増減額（△は減少） △118,357 △2,369

新株予約権戻入益 － △75,000

その他 278,055 48,026

小計 △453,537 △87,586

利息及び配当金の受取額 50,481 594

利息の支払額 △9,983 △1,099

法人税等の還付額 62,066 2,205

法人税等の支払額 △5,971 △1,795

営業活動によるキャッシュ・フロー △356,943 △87,682

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100,320 △321

定期預金の払戻による収入 250,000 －

有形固定資産の取得による支出 △3,976 △1,158

有形固定資産の売却による収入 82 161

無形固定資産の取得による支出 △3,711 △715

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △82,525 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※2
 57,462

敷金及び保証金の回収による収入 85,756 4,706

敷金及び保証金の差入による支出 △6,163 △3,318

投資有価証券の取得による支出 △30 △2,365

投資有価証券の売却による収入 － 56,718

貸付けによる支出 △40,000 －

預り保証金の返還による支出 △3,324 －

その他 8,202 △745

投資活動によるキャッシュ・フロー 103,990 110,426
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 150,000 200,000

短期借入金の返済による支出 △350,000 △669,465

社債の償還による支出 △30,000 －

自己株式の取得による支出 △157 △42

自己株式の売却による収入 5,600 －

配当金の支払額 △175,039 △273

財務活動によるキャッシュ・フロー △399,597 △469,782

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,395 △2,514

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △650,154 △449,552

現金及び現金同等物の期首残高 1,518,914 868,759

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △9,696

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 868,759

※1
 409,510
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」とい

う）は、前連結会計年度において営業損失215百万円、当期

純損失2,459百万円を計上し、当連結会計年度におきまし

ても、営業損失1,140百万円、当期純損失2,863百万円を計

上いたしました。営業キャッシュ・フローも当連結会計年

度は△356百万円と、４期連続してマイナスとなりました。

また、子会社である株式会社グローバルコーポレーション

が保有する販売用不動産のうち特定の１物件につきまし

て、市場価格が大幅に下落したため売却が進まず、金融機

関からの借入金に対して代物弁済の交渉を行っておりま

すが、未決着の状態です。その関係で、当該借入金について

は、延滞利息等の請求は受けておりませんが、現在返済期

日は越えている状態であります。

　これらの結果、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

当社グループとしては当該状況を解消すべく、また昨今

の市場環境等を踏まえ、当連結会計年度において人員の大

幅削減・本社事務所の移転等、経営合理化策及び安定した

資金の確保等を中心とした施策等を進めてまいりました。

その結果、平成22年２月期の販売費及び一般管理費は、前

期比大幅な削減が可能となる見込みです。今後も継続して

事務部門の見直しや運営コストの削減等に積極的に取り

組み、経営の効率化に努めてまいります。

また、当社グループの主幹事業である不動産事業の再構

築を図り、当面は事業領域を「完成物件の買取り、再販事

業」に絞り、経営資源を同事業に集中的に投下してまいり

ます。　

実際に平成20年10月に買取った１物件（マンション14

戸）は順調に販売が進んでおります。平成22年２月期はさ

らに５案件程度の実施を計画しており、「完成物件の買取

り、再販事業」を当社グループの収益の柱として、推し進

めてまいります。

なお、物件の情報入手及び販売活動は、協力会社数社と

共同して行い、十分なデューデリジェンスを行ったうえ

で、厳選した物件のみを購入してまいります。

財務政策面では、販売管理費の大幅削減による効果が期

待できる一方、「完成物件の買取り、再販事業」の推進に

より、継続的に営業キャッシュ・フローを創出し、経営の

安定化を図ってまいります。なお、当面資金繰りには支障

はないものと考えております。

当社グループとしては、これらの施策を実施し、確実に

収益を確保し、黒字体質への早期転換を目指してまいる所

存であります。

当連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映

しておりません。

──────

EDINET提出書類

株式会社プロジェ・ホールディングス(E00532)

有価証券報告書

40/98



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

１．連結の範囲に関する事項 　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　３社

①　連結子会社の数　　１社

②　連結子会社の名称　

　 連結子会社の名称

株式会社ドーコーボウ

株式会社グローバルコーポレーショ

ン

株式会社サイバーリップル 

　　株式会社ドーコーボウ

　

③　他の会社の議決権の過半数を自己の計

算において所有しているにもかかわ

らず子会社としなかった当該他の会

社等の名称等

　　　株式会社グローバルコーポレーション

（子会社としなかった理由）

　特別清算手続開始の決定を受け、か

つ、有効な支配従属関係が存在しない

と認められたためであります。

　

　 （連結の範囲の変更）

　前連結会計年度において連結子会社

でありました有限責任中間法人ハー

バーファンディング及び合同会社

ハーバーファンディング二号は、平成

20年８月31日をもって解散いたしま

した。また、前連結会計年度において

連結子会社でありました株式会社グ

ローバルアセットマネージャーズは、

平成20年９月25日をもって解散いた

しました。なお、当該会社の平成20年

３月１日から解散日までの損益につ

いて、連結財務諸表に含めておりま

す。

　株式会社サイバーリップルにつきま

しては、当連結会計年度において、株

式の取得により子会社となったため、

連結範囲に含めております。なお、連

結財務諸表作成にあたっては、平成20

年８月31日をみなし取得日としてお

ります。

　

（連結の範囲の変更）

　前連結会計年度において連結子会社

でありました株式会社サイバーリッ

プルは全株式を売却したため、連結の

範囲から除外しております。

　また、前連結会計年度において連結

子会社でありました株式会社グロー

バルコーポレーションは、平成21年12

月24日に解散し特別清算手続開始の

決定を受け、かつ、有効な支配従属関

係が存在しないと認められたため、連

結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項 　該当なし。

　

同左

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項

　株式会社サイバーリップルは、当社と連

結決算日を統一するため、平成21年１月27

日開催の臨時株主総会において、決算期を

従来の８月31日から２月末日へ変更しま

した。従って、当連結会計年度は平成20年

９月１日から平成21年２月28日までの

６ヶ月決算となっております。

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

 ①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してお

ります。）

 ①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

　

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

 販売用不動産

個別法による原価法

②　たな卸資産

 販売用不動産、仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定しております。）　　　　

　

  製品、仕掛品、貯蔵品

移動平均法による原価法

 商品及び製品、仕掛品、原材料及び

貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定しております。）

　

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号　平成18年７月５日公表

分）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、それ

ぞれ58,764千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響

額は、当該個所に記載しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

平成19年４月１日以降取得の資産

法人税法の規定による定率法

ただし、建物（建物付属設備を除

く）については法人税法の規定によ

る定額法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年４月１日以降取得の資産

法人税法の規定による定率法

ただし、建物（建物付属設備を除

く）については法人税法の規定によ

る定額法　

　 平成19年３月31日以前取得の資産

法人税法の規定による旧定率法

ただし、平成10年４月１日から平

成19年３月31日までに取得の建物

（建物付属設備を除く）について

は、法人税法の規定による旧定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　10年～47年

機械装置及び運搬具　２年～10年

　

平成19年３月31日以前取得の資産

法人税法の規定による旧定率法

ただし、平成10年４月１日から平

成19年３月31日までに取得の建物

（建物付属設備を除く）について

は、法人税法の規定による旧定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　10年～15年

　

　 （追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正

に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。

　これに伴う損益への影響は軽微であり

ます。また、セグメント情報に与える影響

も軽微であります。

　

──────

　

 ②　無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社

利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づい

ております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

(3) 重要な繰延資産の処理方

法

　株式交付費は株式交付のときから３年間

にわたり定額法により償却しております。

　

同左

(4) 重要な引当金の計上基準①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案して、必要

と認められる額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与に充てるため夏期実際支

給予定額のうち当連結会計年度負担分

を見積計上しております。

②　賞与引当金

同左

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。　

③　退職給付引当金

同左

 ④　訴訟損失引当金 

　将来発生する可能性のある訴訟に係る

売買契約違約損失に備えるため、当連結

会計年度末に必要と見込まれる損失発

生見込額を計上しております。 

　

④　訴訟損失引当金 

同左

(5) 重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　

──────

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消費

税及び地方消費税は、当連結会計年度の

費用として処理しております。

　

　消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

　

同左

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

　のれんの償却については、５年間の定額

法により償却を行っております。ただし、

金額の僅少なものについては、発生年度に

一括償却しております。

　

──────

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資であります。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

（連結貸借対照表）

　「破産更生債権」は、前連結会計年度まで、「投資その他

の資産」の「その他」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度において資産総額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度の「破産更生債権」は455千円であ

ります。

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲載されていたものは、当連

結会計年度から「販売用不動産」「仕掛販売用不動産」

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区

分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれている

「販売用不動産」「商品及び製品」「仕掛品」「原材料

及び貯蔵品」は、それぞれ1,432,757千円、119,036千円、

16,791千円、53千円であります。

　

　前連結会計年度において、「違約金損失引当金」として

掲記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に

伴い連結財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結会

計年度より「訴訟損失引当金」に区分掲記しております。

　

 ────── （連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「受取賃貸料」「仕入割引」は、それぞ

れ営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記し

ました。

　なお、前連結会計年度における「受取賃貸料」「仕入割

引」の金額は、それぞれ1,285千円、547千円であります。

　前連結会計年度まで特別利益の「その他」に含めて表示

しておりました「投資有価証券売却益」は、特別利益の総

額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度における「投資有価証券売却益」

の金額は、1,217千円であります。　　
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前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度まで営業キャッシュ・フローの「その

他」に含めておりました「たな卸資産評価損」は、金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産評価損」の金額は、

28,344千円であります。　

（連結キャッシュ・フロー計算書）　

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めておりました「投資有価証券売却損

益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より

区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「投資有価証券売却損益」の金

額は、7,509千円であります。

　

　前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めておりました「投資有価証券の売却

による収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計

年度より区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「投資有価証券の売却による収

入」の金額は、10,706千円であります。　

　

　

【追加情報】

該当事項はありません。　　
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 46,503千円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 100千円

※２　事業用の土地の再評価

　連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する法

律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11

年３月31日公布法律第24号）に基づき、自己資本の

充実を図るため、事業用の土地の再評価を行い、再評

価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差

額金を純資産の部にそれぞれ計上しております。

※２　事業用の土地の再評価

　連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する法

律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11

年３月31日公布法律第24号）に基づき、自己資本の

充実を図るため、事業用の土地の再評価を行い、再評

価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差

額金を純資産の部にそれぞれ計上しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するための財産評価基本

通達により算出しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するための財産評価基本

通達により算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額

　

51千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額

△14千円

※３　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

(1)根抵当権

担保資産

※３　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

(1)抵当権

担保資産

たな卸資産（販売用不動

産）

733,000千円 販売用不動産 190,155千円

同上に対する債務 同上に対する債務

短期借入金 1,050,000千円 関係会社短期借入金 100,000千円

(2)質権

担保資産

(2)質権

担保資産

定期預金 100,320千円 定期預金 100,641千円

同上に対する債務 同上に対する債務

仕入債務 70,283千円

　

仕入債務 17,045千円

※４　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。

※４　連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。

受取手形 24,284千円

支払手形　 15,810千円

受取手形 12,289千円

支払手形　 4,440千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 90,637千円

給料及び手当 169,300 

賞与引当金繰入額 8,854 

退職給付引当金繰入額 1,398 

管理諸費 179,905 

地代家賃 119,031 

貸倒引当金繰入額 2,274 

役員報酬 46,784千円

給料及び手当 87,631 

賞与引当金繰入額 3,612 

退職給付引当金繰入額 687 

管理諸費 106,290 

　 　  

　 　  

 

   　　　　　　　　　──────

 

 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　　　 機械装置及び運搬具　　　　　　 　 　105 千円　　　　　　　　　 　

　

※３　減損損失

　当社グループは、当連結会計年度において以下のとお

り減損損失を計上いたしました。 

(1) 減損損失を認識した資産

　

※３　減損損失

　当社グループは、当連結会計年度において以下のとお

り減損損失を計上いたしました。 

(1) 減損損失を認識した資産

 用途 種類 場所 

　その他 　のれん  －

 用途 種類 場所 

　繊維事業

建物

機械装置

ソフトウェア

その他

　大阪市

(2) 減損損失の認識に至った経緯

 取得時に検討した事業計画において、当初想定して

いた収益が見込めなくなったことから減損損失を認

識しております。当連結会計年度においてのれんの減

損は、特別損失に74,090千円を計上しております。

(2) 減損損失の認識に至った経緯

 営業活動から生じる損益が継続してマイナスと

なっている資産グループについて減損損失を認識し

ております。当連結会計年度において当該減少額は、

特別損失に15,012千円を計上しております。その内訳

は建物1,405千円、機械装置853千円、ソフトウェア

11,755千円、その他998千円であります。

(3) 資産のグルーピングの方法

 減損会計の適用にあたって事業の種類別セグメン

トを基準に概ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位によって資産のグルーピングを行って

おります。

(3) 資産のグルーピングの方法

 減損会計の適用にあたって事業の種類別セグメン

トを基準に概ね独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位によって資産のグルーピングを行って

おります。

(4) 回収可能価額の算定方法

 回収可能価額の算定に当たっては、使用価値を零と

して減損損失を測定しております。

(4) 回収可能価額の算定方法

 回収可能価額の算定に当たっては、使用価値により

算定しております。なお、将来キャッシュ・フローが

マイナスであるため、具体的な割引率を算定せず、回

収可能価額を零として評価しております。

　

※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

　

※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

 売却損 除却損 (計) 

建物及び構築物 － 50,22650,226千円

その他 1,35210,73912,092 

　(計) (1,352)　(60,966)　(62,318)　 

 除却損  

ソフトウェア 1,274千円

その他 976 

　(計) (2,251) 

　

──────

　

※５　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下げ額

　　　売上原価　　　　　　　　　　　　　58,764 千円　
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式                 

普通株式　　　 35,300 － － 35,300

合計 35,300 － － 35,300

自己株式                 

普通株式　　　(注１.２) 59 4,765 560 4,264

合計 59 4,765 560 4,264

(注)　１. 自己株式の株式数の増加4,765千株は、単元未満株式の買取りによる増加５千株、連結子会社が貸付

金の代物弁済によって取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分4,759千株であります。

２. 自己株式の株式数の減少560千株は、親会社への売却による減少であります。

 

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

第１回新株予約権

(注１.２)
普通株式 3,000 － － 3,000 －

第２回新株予約権

(注１.２)
普通株式 3,000 － － 3,000 75,000

ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － 1,080

合計  － 6,000 － － 6,000 76,080

(注)　１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載し

たものであります。

２. 第１回新株予約権および第２回新株予約権は、権利行使可能なものであります。

３．配当に関する事項

 配当金支払額

　　　決議  株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 　

平成20年５月28日

 定時株主総会
 普通株式 176,204 5 平成20年２月29日平成20年５月29日 　
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当連結会計年度(自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式                 

普通株式　　　 35,300 － － 35,300

合計 35,300 － － 35,300

自己株式                 

普通株式　　　(注) 4,264 2 － 4,266

合計 4,264 2 － 4,266

(注)　 自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

第１回新株予約権

(注１.２)
普通株式 3,000 － － 3,000 －

第２回新株予約権

(注１.３)
普通株式 3,000 － 3,000 － －

ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － 1,170

合計  － 6,000 － 3,000 3,000 1,170

(注)　１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載し

たものであります。

２. 第１回新株予約権は、権利行使可能なものであります。

３．第２回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の失効によるものであります。　
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 667,735千円

預け金 301,345 

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△100,320

　

現金及び現金同等物 868,759　

現金及び預金勘定 271,875千円

預け金 238,277 

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△100,641

　

現金及び現金同等物 409,510　

　

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得のための支出（純額）との関係は次のとおり

であります。

　　　 ㈱サイバーリップル

　(平成20年8月31日現在)

※２　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の売却により株式会社サイバーリップルが連結

子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに株式会社サイバーリップルの売却価

額と売却による収入は次のとおりであります。

　　　㈱サイバーリップル

    

流動資産 63,812千円

固定資産 4,385　

のれん 82,322　

流動負債 △48,919　

㈱サイバーリップル株式の取得価

額

101,600　

㈱サイバーリップルの現金及び現

金同等物

△19,074　

差引：㈱サイバーリップル取得の

ための支出

82,525　

流動資産 3,270千円

固定資産 2,524　

流動負債　 △4,547　

株式売却益 58,753　

㈱サイバーリップル株式の売却価

額

60,000　

㈱サイバーリップルの現金及び現

金同等物

△2,537　

差引：㈱サイバーリップル売却に

よる収入

57,462　

　

　３　重要な非資金取引の内容

当連結会計年度において、当社元代表取締役との

代物弁済契約に基づき、次のとおり長期貸付金及び

自己株式が増減しております。

　３　重要な非資金取引の内容

貸付金の担保権の行使による販売用不動産の取得

販売用不動産　　  　　　　　 　　568,572 千円　

代物弁済による長期貸付金の減少額 47,596千円

代物弁済による自己株式の増加額 47,596千円
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

当連結会計年度においてリース契約を解約しており

ますので該当事項はありません。

 １．オペレ－ティング・リ－ス取引　

　　　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 2,340千円

１年超 4,875千円

合計 7,215千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

当連結会計年度においてリース契約を解約しており

ますので該当事項はありません。

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　

 支払リース料 365千円

 減価償却費相当額 328千円

 支払利息相当額 25千円

　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　

(5) 利息相当額の算定方法

　リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　

　

 ２．オペレ－ティング・リ－ス取引　

未経過リース料

 

１年以内 2,340千円

１年超 7,215千円

合計 9,555千円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成21年２月28日)

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上
額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの　

株式 11,906 11,906 －

 その他 9,780 9,780 －

 小計 21,686 21,686 －

合計 21,686 21,686 －

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

10,706 1,217 8,726

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券  

　　非上場株式 4,030

 (注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について14,616千円、その他有価証券で時価のあるそ

の他について81,980千円の減損処理を行っております。

　なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。

当連結会計年度(平成22年２月28日)

１．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

56,718 35,032 －

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券  

　　非上場株式 4,030
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　　至　平成21年２月28日)　

１ 取引の状況に関する事項

(１)取引の内容及び利用目的

当社は、輸入取引に係る将来の為替変動リスクを回避する目的として、為替予約取引を行っております。

(２)取引に対する取組方針

当社は、通貨関連におけるデリバティブ取引については、輸入取引に係る外貨建取引額の範囲内でのみ利用

し、投機的なデリバティブ取引は一切行わない方針であります。

(３)取引に係るリスクの内容

当社が利用している為替予約取引については、為替相場の変動による一般的な市場リスクを有しておりま

す。

　また、取引の契約先は信用度の高い国内金融機関であるため、相手方の契約不履行による信用リスクはほとん

どないと認識しております。

(４)取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の管理体制につきましては、財務経理部が担当取締役の決裁を得て実行しております。取

引の管理にあたっては、財務経理部が毎月金融機関より報告書を受領し実績表との一致を確認の上、担当取締

役に報告し、必要に応じて取締役会において報告が行われます。　

２ 取引の時価等に関する事項

期末残高がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成21年３月１日　　至　平成22年２月28日)　

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社連結子会社の一部は、確定給付型の制度とし

て退職一時金制度及び適格退職年金制度を採用して

おります。

１　採用している退職給付制度の概要

当社の連結子会社は、確定給付型の制度として退

職一時金制度及び適格退職年金制度を採用しており

ます。

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 9,289千円

②　年金資産 2,913　

③　退職給付引当金 6,376　

①　退職給付債務 9,810千円

②　年金資産 3,073　

③　退職給付引当金 6,737　

(注)退職給付債務の算定に当たっては、簡便法を

採用しております。

(注)退職給付債務の算定に当たっては、簡便法を

採用しております。

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

①　退職給付費用 3,110千円 ①　退職給付費用 734千円

(注)退職給付債務の算定に当たっては、簡便法を

採用しております。

(注)退職給付債務の算定に当たっては、簡便法を

採用しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　簡便法を採用しておりますので、基礎率等について

は記載しておりません。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　簡便法を採用しておりますので、基礎率等について

は記載しておりません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　　至　平成21年２月28日)

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

当連結会計年度において、退職に伴う失効による取崩額を雑収入に40千円計上しております。

 

２. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

a. 提出会社

 平成18年　第３回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　　　　　　４名

監査役　　　　　　　　　　　２名

従業員　　　　　　　　　　　48名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　1,000,000株

付与日 平成18年１月27日

権利確定条件

  新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役

または従業員の場合は、権利行使時においても、当社または

当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあるこ

とを条件とする。ただし任期満了による退任、定年退職また

は当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合は、こ

の限りではない。

対象勤務期間 自平成18年１月27日　至平成20年１月26日 

権利行使期間 自平成20年１月27日　至平成28年１月27日 

 (注)株式数に換算して記載しております。

 平成19年　第４回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の完全子会社の取締役　　　３名

当社の完全子会社の従業員　　　31名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　52,000株

付与日 平成19年６月27日

権利確定条件
付与日（平成19年６月27日）以降、権利確定日（平成21年

５月31日）まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 自平成19年６月27日　至平成21年５月31日 

権利行使期間 自平成21年６月１日　至平成25年５月31日 

 (注)株式数に換算して記載しております。
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ｂ. 子会社

 
平成17年

株式会社グローバルコーポレーション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　２名

従業員　　　　　16名

子会社取締役　　１名

子会社従業員　　３名　　　

株式の種類別のストック・オプションの数(注)普通株式　3,112株

付与日 平成17年９月26日

権利確定条件

  新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当

社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位

にあることを要するものとする。ただし、任期満了により当社

または当社の子会社の取締役、監査役を退任した者、当社また

は当社の子会社の従業員を定年退職した者、その他正当な理

由により取締役会がその権利行使を承認した場合は、この限

りではない。

対象勤務期間 自平成17年９月26日　至平成19年９月26日

権利行使期間 自平成19年９月27日　至平成27年９月26日

 (注)株式数に換算して記載しております。 
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成21年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

 a. 提出会社

 平成18年　第３回ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 676,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 42,000

 未行使残 634,000

 平成19年　第４回新株予約権

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 50,000

付与 －

失効 31,000

権利確定 －

未確定残 19,000

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

 未行使残 －

ｂ. 子会社

 平成17年　㈱グローバルコーポレーション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 2,845

権利確定 －

権利行使 －

失効 2,842

 未行使残 3
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②単価情報

a. 提出会社

  平成18年　第３回ストック・オプション

権利行使価格 （円） 664

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －

  平成19年　第４回新株予約権

権利行使価格 （円） 201

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） 65

b. 子会社

  
　平成17年

株式会社グローバルコーポレーション　

権利行使価格 （円） 17,700

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －

　

(3)ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。 
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３. 自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　自社株式オプションの内容

提出会社

 平成18年 　第２回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数  田中大輔

株式の種類別のストック・オプションの数(注)  普通株式　3,000,000株

付与日  平成18年10月13日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

権利行使期間  自平成18年10月14日　至平成21年４月26日

 　(注)株式数に換算して記載しております。

(2)　自社株式オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成21年２月期）において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプ

ションの数については、株式数に記載しております。

①自社株式オプションの数

提出会社

  平成18年第２回　新株予約権

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）     

前連結会計年度末  3,000,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  3,000,000

②単価情報

提出会社

  平成18年第２回　新株予約権

権利行使価格 （円） 369

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） 59

(3) 株式オプションの付与に対価性がないと判断した根拠

　第２回新株予約権は、不動産事業投資の推進にあたり、同事業への支援・協力を期して、田中氏に平成18年

９月19日開催の取締役会議に基づく第三者割当増資の75％を割当てると同時に、経営戦略上の重要な支援

者として付与したものであります。すなわち、当社の資本政策の一環として付与したものであるため、対価

性はないものと判断しております。
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当連結会計年度(自　平成21年３月１日　　至　平成22年２月28日)

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　　　89千円　

 

２．権利不行使による失効により利益に計上した金額

新株予約権戻入益　　　　　75,000千円

　

３. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

a. 提出会社

 平成18年　第３回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　　　　　　４名

監査役　　　　　　　　　　　２名

従業員　　　　　　　　　　　48名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　1,000,000株

付与日 平成18年１月27日

権利確定条件

  新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役

または従業員の場合は、権利行使時においても、当社または

当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあるこ

とを条件とする。ただし任期満了による退任、定年退職また

は当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合は、こ

の限りではない。

対象勤務期間 自平成18年１月27日　至平成20年１月26日 

権利行使期間 自平成20年１月27日　至平成28年１月27日 

 (注)株式数に換算して記載しております。

 平成19年　第４回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の完全子会社の取締役　　　３名

当社の完全子会社の従業員　　　31名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　52,000株

付与日 平成19年６月27日

権利確定条件
付与日（平成19年６月27日）以降、権利確定日（平成21年

５月31日）まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 自平成19年６月27日　至平成21年５月31日 

権利行使期間 自平成21年６月１日　至平成25年５月31日 

 (注)株式数に換算して記載しております。 
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ｂ. 子会社

 
平成17年

株式会社グローバルコーポレーション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　２名

従業員　　　　　16名

子会社取締役　　１名

子会社従業員　　３名　　　

株式の種類別のストック・オプションの数(注)普通株式　3,112株

付与日 平成17年９月26日

権利確定条件

  新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当

社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の地位

にあることを要するものとする。ただし、任期満了により当社

または当社の子会社の取締役、監査役を退任した者、当社また

は当社の子会社の従業員を定年退職した者、その他正当な理

由により取締役会がその権利行使を承認した場合は、この限

りではない。

対象勤務期間 自平成17年９月26日　至平成19年９月26日

権利行使期間 自平成19年９月27日　至平成27年９月26日

 (注)株式数に換算して記載しております。 
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成22年２月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック

・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

 a. 提出会社

 平成18年　第３回ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 634,000

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 2,000

 未行使残 632,000

 平成19年　第４回新株予約権

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 19,000

付与 －

失効 1,000

権利確定 18,000

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 18,000

権利行使 －

失効 －

 未行使残 18,000

ｂ. 子会社

 平成17年　㈱グローバルコーポレーション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 3

権利確定 －

権利行使 －

失効 3

 未行使残 －
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②単価情報

a. 提出会社

  平成18年　第３回ストック・オプション

権利行使価格 （円） 664

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －

  平成19年　第４回新株予約権

権利行使価格 （円） 201

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） 65

b. 子会社

  
　平成17年

株式会社グローバルコーポレーション　

権利行使価格 （円） 17,700

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） －

(3)ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法

を採用しております。
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４. 自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　自社株式オプションの内容

提出会社

 平成18年 　第２回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数  田中大輔

株式の種類別のストック・オプションの数(注)  普通株式　3,000,000株

付与日  平成18年10月13日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

権利行使期間  自平成18年10月14日　至平成21年４月26日

 　(注)株式数に換算して記載しております。

(2)　自社株式オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成22年２月期）において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプ

ションの数については、株式数に記載しております。

①自社株式オプションの数

提出会社

  平成18年第２回　新株予約権

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）     

前連結会計年度末  3,000,000

権利確定  －

権利行使  －

失効  3,000,000

未行使残  －

②単価情報

提出会社

  平成18年第２回　新株予約権

権利行使価格 （円） 369

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） 59

(3) 株式オプションの付与に対価性がないと判断した根拠

　第２回新株予約権は、不動産事業投資の推進にあたり、同事業への支援・協力を期して、田中氏に平成18年

９月19日開催の取締役会議に基づく第三者割当増資の75％を割当てると同時に、経営戦略上の重要な支援

者として付与したものであります。すなわち、当社の資本政策の一環として付与したものであるため、対価

性はないものと判断しております。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　繰越欠損金 878,939千円

　違約金損失引当金 13,834　

　賞与引当金 1,625　

貸倒引当金損金算入限度超過額 536,226　

　たな卸資産評価損 696,100　

　その他 8,365　

繰延税金資産小計 2,135,093　

評価性引当額 △2,135,093　

繰延税金資産合計 － 　

　

　繰越欠損金 1,019,038千円

　違約金損失引当金 9,765　

　賞与引当金 454 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 539,251　

　たな卸資産評価損 23,851　

　その他 11,381　

繰延税金資産小計 1,603,744　

評価性引当額 △1,603,744　

繰延税金資産合計 － 　

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため記載

しておりません。

　

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

３.　再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注記

事項の連結貸借対照表関係に記載しております。

３.　再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注記

事項の連結貸借対照表関係に記載しております。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

(パーチェス法適用関係)　

１．株式会社サイバーリップルの株式取得について

(1) 企業結合の概要

①被取得企業の名称

株式会社サイバーリップル

②事業の内容

広告代理店業務及びインターネット全般に関するマーケティング

③企業結合を行った主な理由

新規事業により収益を確保していくため

④企業結合日　　

平成20年６月30日

⑤企業結合の法的形式

提出会社による被取得企業の株式の現金による取得

⑥取得した議決権比率　

100.0％

(2) 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成20年８月31日をみなし取得日として連結しているため、平成20年９月１日～平成21年２月28日

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

　取得原価 101,600千円　

　内訳   

　取得の対価 100,000千円　

　取得に直接要した費用 1,600千円　

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①のれんの金額　　　　　　　　 　82,322千円

②発生原因

企業結合時の時価純資産額が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

③償却方法及び償却期間　　

５年間で均等償却

(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

①資産の額 　 

　流動資産 63,812千円　

　固定資産 4,385千円　

　計 68,197千円　

②負債の額 　

　流動資産 48,919千円　

　計 48,919千円　

(6) 企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼ

す影響の概算額

　売上高 164,970千円　

　営業利益 4,759千円　

　経常利益 4,516千円　

　税金等調整前当期純利益 4,516千円　

　当期純利益 1,551千円　

　１株当たり当期純利益 0.05　円　

(概算額の算定方法)

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連

結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

　

当連結会計年度(自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日)

　該当事項はありません。　
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　　至　平成21年２月28日)

 
繊維事業
(千円)

不動産事
業(千円)

広告事業
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                             

売上高                             

(1)外部顧客に対する売

上高
1,102,7121,270,55079,3329,5162,462,111 － 2,462,111

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 1,102,7121,270,55079,3329,5162,462,111 － 2,462,111

営業費用 1,104,5892,068,54194,5334,2503,271,914330,4663,602,381

営業利益又は営業損失

(△)
△1,876△797,991△15,2015,266△809,803△330,466△1,140,270

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
                            

資産 564,8551,469,56623,597 － 2,058,019913,1542,971,174

減価償却費 5,60311,1941,677 － 18,475 1,012 19,487

減損損失 － － 74,090 － 74,090 － 74,090

資本的支出 4,529 4,758 500 － 9,787 － 9,787

　(注)　１．事業区分の方法

事業は、製品の種類・性質の類似性を考慮して区分しております。

２. 各事業区分の主な内容

繊維事業……………紡績糸、織物生地等の製造・販売、アパレル事業

不動産事業…………不動産の売買、仲介、アレンジメント事業

広告事業……………ＩＴ広告事業、ＳＥО対策事業

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は330,466千円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は913,154千円であり、その主なものは連結財務諸

表提出会社での余資運用資金（預金）、及び管理部門に係る資産等であります。

５．追加情報

　(1)「システム事業」は前連結会計年度において、株式会社同興システムズを吸収合併により解散したことによ

り事業を廃止しておりますので、事業区分より除いております。

　(2) 当連結会計年度より、新たに「広告事業」を追加しておりますが、これは連結子会社の増加によるものであ

り、事業区分の変更ではありません。

　(3) 当連結会計年度に、株式の取得により子会社となりました株式会社サイバーリップルとのみなし取得日

（平成20年８月31日）以前の取引について、「その他」に区分して記載しております。
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当連結会計年度(自　平成21年３月１日　　至　平成22年２月28日)

 
繊維事業
(千円)

不動産事業
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1)外部顧客に対する売上高 724,0091,552,81670,6252,347,451 － 2,347,451

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 724,0091,552,81670,6252,347,451 － 2,347,451

営業費用 745,7831,531,61269,3842,346,780201,2602,548,041

営業利益又は営業損失(△) △21,77421,2041,240 671 △201,260△200,589

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資

本的支出
                        

資産 344,9301,264,416－ 1,609,346495,5752,104,922

減価償却費 5,515 845 767 7,128 193 7,322

減損損失 15,012 － － 15,012 － 15,012

資本的支出 － － － － 1,158 1,158

　(注)　１．事業区分の方法

事業は、製品の種類・性質の類似性を考慮して区分しております。

２. 各事業区分の主な内容

繊維事業……………紡績糸、織物生地等の製造・販売、アパレル事業

不動産事業…………不動産の売買、仲介、アレンジメント事業

３．事業区分の変更

　　事業区分の方法については、従来「繊維事業」「不動産事業」「広告事業」の３区分により分類しておりまし

たが、「広告事業」については、第２四半期連結会計期間に株式会社サイバーリップルの全株式を売却し、連

結の範囲から除外したことに伴い事業区分を廃止しました。

　　なお、従来「広告事業」として把握していた売上高及び営業損益は「その他」に区分して記載しております。　

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は201,260千円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は495,575千円であり、その主なものは連結財務諸

表提出会社での余資運用資金（預金）、及び管理部門に係る資産等であります。

６．会計方針の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1) ②に記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「繊維事業」で146千円及び「不動産事業」

で58,618千円それぞれ減少しております。　
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)及び当連結会計年度(自　平成21年３月１日　

至　平成22年２月28日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)及び当連結会計年度(自　平成21年３月１日　

至　平成22年２月28日)

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　　至　平成21年２月28日)

(1)親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員等の

兼任
事業上の
関係

親会社
ステラ・グ

ループ㈱

大阪市中央

区　　　　　　
6,622,518持株会社

(被所有)

直接57.05
兼任6人 －

資金の借入 100,000　 － －

利息の支払

(注)１
377　 －  －　

資金の貸付 450,000　 －  －　

利息の受取

(注)１
160　 －  －　

自己株式の

売却(注)２
5,596　 －  －　

(注) 1. 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

 2. 取得金額は、取引直近日の大阪証券取引所の終値により決定しております。

(2)役員及び個人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員等の

兼任
事業上の
関係

役員
田中大輔

(注)１
－  　－

元当社代

表取締役
なし  　－  　－

金銭の貸付

(注)２
40,000

長期貸付

金
259,403

利息の受取

(注)２,３
2,904－ 　－

自己株式の

買取(注)４
47,596－ 　－

(注) 1. 田中大輔は当社の元代表取締役であります。なお、平成20年７月１日に取締役を辞任したため、関連当事者ではな

くなりました。  

 2. 金銭の貸付及び利息の受取は、当社の子会社であります㈱グローバルコーポレーションが実行しております。

 3. 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 4. ㈱グローバルコーポレーションと田中大輔との間において、当社株式(4,759,690株)をもって貸付金の一部を代

物弁済したものであります。なお取得価額は、取引直近日の大阪証券取引所の終値により決定しております。
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当連結会計年度(自　平成21年３月１日　　至　平成22年２月28日)

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しており

ます。

　この結果、従来の開示対象範囲に加えて、親会社情報が開示対象に追加されております。

　

１．関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　

(1)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関連当事者と
の関係　

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社　
ステラ・グ

ループ㈱

大阪市中央

区　
6,622,518

持株会社

　

(被所有)

直接57.04　
役員の兼任

資金の借入 200,000
関係会社短

期借入金
100,000

利息の支払

(注)１
1,093 － 　－

借入に対す

る販売用不

動産の担保

提供

442,188
販売用不動

産
190,155

経営管理料

の支払

(注)２

38,290　 － －

　

(2)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関連当事者と
の関係　

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 　

㈱グローバ

ルコーポ

レーション

 

東京都港区

　　
176,510

不動産事

業 

(所有)

直接100.00　
　

 － 

担保権の行

使

(注)３

568,572　
販売用不動

産
568,572

貸付金の回

収

(注)３

568,572　
破産更生債

権等

(注)４

2,383,830

(注) 1. 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。　

     2. 経営管理料については、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

     3. ㈱グローバルコーポレーションは、平成21年12月24日に解散し特別清算手続開始の決定を受けており、有効な支

配従属関係が存在しないと認められたため、子会社ではなくなりました。また、同社が解散したことにより、同社

が保有する販売用不動産を担保権行使により取得しております。なお、取得価額については、不動産鑑定士の鑑定

評価を参考に決定しております。

     4. 当該破産更生債権等に対し、合計2,383,830千円の貸倒引当金を計上しております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

   親会社情報

  ステラ・グループ株式会社（大阪証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

１株当たり純資産額 48.39円

１株当たり当期純損失金額 83.66円

１株当たり純資産額 57.96円

１株当たり当期純損失金額 6.70円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

(注)１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年３月１日 
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日 
　至　平成22年２月28日)

１株当たり当期純損失金額         

 　当期純損失(千円) 2,863,290 207,947

 　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る当期純損失(千円) 2,863,290 207,947

 　期中平均株式数(株) 34,225,981 31,034,478

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

 新株予約権４種類

 (新株予約権の数6,653個) 

 新株予約権の概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状況、

（２）新株予約権等の状況」に

記載の通りであります。

　

 新株予約権３種類

 (新株予約権の数3,650個) 

 新株予約権の概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状況、

（２）新株予約権等の状況」に

記載の通りであります。

　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成20年３月１日　　至　平成21年２月28日)

訴訟について

　当社及び当社の100％子会社である株式会社グローバルコーポレーションは、株式会社ポイントより株式会社

グローバルコーポレーションが自社で保有する不動産物件について、隣接地との境界確認や権利関係の調整等

に関する業務委託契約書に基づく業務委託料3,150万円の支払を求められ、平成21年３月24日に東京地方裁判所

宛に損害賠償等請求に関する訴訟の提起を受けました。

　当社並びに株式会社グローバルコーポレーションとしては、原告からの請求には理由はないものと考えてお

り、本件について争う方針であります。

当連結会計年度(自　平成21年３月１日　　至　平成22年２月28日)

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,050,000100,0001.975 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) － － － －

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く) － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 1,050,000100,000－ －

　（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

(２)【その他】

① 当連結会計年度における四半期情報

　

第１四半期

自平成21年３月１日

至平成21年５月31日

　

第２四半期

自平成21年６月１日

至平成21年８月31日

第３四半期

自平成21年９月１日

至平成21年11月30日

第４四半期

自平成21年12月１日

至平成22年２月28日

売上高(千円) 302,763　 240,231 447,728 1,356,728

税金等調整前四半期

純利益金額又は税金

等調整前四半期純損

失金額(△)(千円)　

16,244　 △149,730 △20,007 △53,025

四半期純利益金額又

は四半期純損失金額

(△)(千円)　

15,475　 △148,548 △20,768　 △54,106

１株当たり四半期純

利益金額又は１株当

たり四半期純損失金

額(円) 　

0.50　 △4.79 △0.67 △1.74

　

② 決算日後の状況

  特記事項はありません。

③ 訴訟

Ⅰ．株式会社ジェイアンドエム（神奈川県相模原市）が、株式会社ランドスター（東京都大田区）より平成21

年１月22日付で東京地方裁判所に対して不動産売買契約の解除に伴う違約金24百万円の支払いを求める訴訟

を提起されており、当社は被告である株式会社ジェイアンドエムに補助参加しております。この訴訟の結果は

当社にも及ぶこととなります。

　　株式会社ジェイアンドエム及び当社は、原告からの請求要因により支払請求を受ける理由はないものと考え

ており、主張の正当性を引続き争っていく方針であります。

　

Ⅱ．当社、株式会社グローバルコーポレーション及び有限会社リンクは、株式会社ポイントより、隣接地との境

界確認や権利関係の調整等に関する業務委託契約書に基づく業務委託料3,150万円の支払を求められ、平成21

年３月24日に東京地方裁判所宛に損害賠償等請求に関する訴訟の提起を受け、現在係争中であります。

　　当社、株式会社グローバルコーポレーション及び有限会社リンクとしては、原告からの請求には理由はないも

のと考えており、当社の正当性を引続き主張して争っていく方針であります。　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 570,891

※2
 231,830

売掛金 2,680 －

販売用不動産 131,196 ※2
 1,084,208

仕掛販売用不動産 － 178,647

貯蔵品 34 231

預け金 301,345 238,277

前払費用 3,780 878

未収消費税等 2,242 12,776

関係会社短期貸付金 50,000 4,800

立替金 ※3
 81,072

※3
 10,409

その他 4,440 279

流動資産合計 1,147,685 1,762,338

固定資産

有形固定資産

建物（純額） － ※1
 1,058

土地 ※4
 2,576

※4
 2,576

有形固定資産合計 2,576 3,635

投資その他の資産

投資有価証券 25,716 4,030

関係会社株式 292,086 292,086

出資金 30 30

長期貸付金 － 237

関係会社長期貸付金 2,952,403 43,200

破産更生債権等 292,000 2,673,190

長期前払費用 383 283

長期未収入金 74,840 61,263

その他 1,848 4,884

貸倒引当金 △2,750,182 △2,734,690

投資その他の資産合計 889,124 344,513

固定資産合計 891,701 348,149

繰延資産

株式交付費 1,881 －

繰延資産合計 1,881 －

資産合計 2,041,268 2,110,487
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

関係会社短期借入金 － ※2
 100,000

未払金 55,883 24,855

未払費用 1,135 970

未払法人税等 5,916 8,527

前受金 － 1,740

預り金 8,485 25,937

訴訟損失引当金 34,000 31,600

その他 4,340 5,866

流動負債合計 109,762 199,497

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 ※4
 419

※4
 419

固定負債合計 419 419

負債合計 110,181 199,917

純資産の部

株主資本

資本金 3,225,000 3,225,000

資本剰余金

資本準備金 686,296 686,296

その他資本剰余金 1,081,271 1,081,271

資本剰余金合計 1,767,567 1,767,567

利益剰余金

利益準備金 135,000 135,000

その他利益剰余金

配当平均積立金 50,000 50,000

従業員保護資金 40,000 40,000

別途積立金 136,000 136,000

繰越利益剰余金 △3,446,795 △3,392,358

利益剰余金合計 △3,085,795 △3,031,358

自己株式 △52,376 △52,419

株主資本合計 1,854,395 1,908,789

評価・換算差額等

土地再評価差額金 ※4
 611

※4
 611

評価・換算差額等合計 611 611

新株予約権 76,080 1,170

純資産合計 1,931,087 1,910,570

負債純資産合計 2,041,268 2,110,487
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 1,015,012 1,060,122

売上原価

売上原価 1,212,007 ※6
 962,382

売上総利益又は売上総損失（△） △196,995 97,740

販売費及び一般管理費 ※1
 399,032

※1
 228,641

営業損失（△） △596,027 △130,901

営業外収益

受取利息 ※2
 64,919

※2
 1,288

受取配当金 45,354 －

投資有価証券売却益 868 －

受取賃貸料 － 1,776

その他 360 190

営業外収益合計 111,503 3,255

営業外費用

支払利息 1,129 ※2
 1,093

社債利息 68 －

株式交付費償却 3,631 1,881

支払手数料 1,292 －

為替差損 220 －

その他 110 355

営業外費用合計 6,454 3,330

経常損失（△） △490,978 △130,975

特別利益

投資有価証券売却益 － 35,032

関係会社株式売却益 － 59,999

貸倒引当金戻入額 58,000 16,491

新株予約権戻入益 － 75,000

受取和解金 53,817 －

その他 1,217 2,353

特別利益合計 113,035 188,877

特別損失

固定資産処分損 ※4
 9,213 －

関係会社株式評価損 ※5
 466,787 －

関係会社貸倒引当金繰入額 ※3
 2,383,842 －

貸倒引当金繰入額 49,340 1,000

その他 161,425 －

特別損失合計 3,070,607 1,000

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △3,448,550 56,901

法人税、住民税及び事業税 3,131 2,419

過年度法人税等 － 45

法人税等調整額 △893,673 －

法人税等合計 △890,541 2,464

当期純利益又は当期純損失（△） △2,558,008 54,437
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【売上原価明細書】

不動産売上原価明細書

　 　

前事業年度

(自　平成20年３月１日

　至　平成21年２月28日)　

当事業年度

(自　平成21年３月１日

　至　平成22年２月28日)　

区分
注記

番号
金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

土地建物購入費  1,029,722 85.0 814,517 88.1

経費  182,284 15.0 109,729 11.9

不動産売上原価  1,212,007 100.0 924,246 100.0

　（注）１．原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

２．土地建物購入費には、収益性の低下に伴うたな卸資産評価損58,618千円が含まれております。

　

その他原価明細書

　 　

前事業年度

(自　平成20年３月１日

　至　平成21年２月28日)　

当事業年度

(自　平成21年３月１日

　至　平成22年２月28日)　

区分
注記

番号
金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

外注費  － － 9,929 26.0

経費  － － 28,206 74.0

その他原価  － － 38,135 100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,225,000 3,225,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,225,000 3,225,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 686,296 686,296

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 686,296 686,296

その他資本剰余金

前期末残高 1,257,475 1,081,271

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △176,204 －

当期変動額合計 △176,204 －

当期末残高 1,081,271 1,081,271

資本剰余金合計

前期末残高 1,943,771 1,767,567

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △176,204 －

当期変動額合計 △176,204 －

当期末残高 1,767,567 1,767,567

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 135,000 135,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 135,000 135,000

その他利益剰余金

配当平均積立金

前期末残高 50,000 50,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 50,000 50,000

従業員保護資金

前期末残高 40,000 40,000

当期変動額

当期変動額合計 － －
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当期末残高 40,000 40,000

買換資産積立金

前期末残高 1,302,624 －

当期変動額

買換資産積立金の取崩 △1,302,624 －

当期変動額合計 △1,302,624 －

当期末残高 － －

別途積立金

前期末残高 136,000 136,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 136,000 136,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △2,191,412 △3,446,795

当期変動額

買換資産積立金の取崩 1,302,624 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,558,008 54,437

当期変動額合計 △1,255,383 54,437

当期末残高 △3,446,795 △3,392,358

利益剰余金合計

前期末残高 △527,787 △3,085,795

当期変動額

買換資産積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,558,008 54,437

当期変動額合計 △2,558,008 54,437

当期末残高 △3,085,795 △3,031,358

自己株式

前期末残高 △10,222 △52,376

当期変動額

自己株式の取得 △47,754 △42

自己株式の処分 5,600 －

当期変動額合計 △42,154 △42

当期末残高 △52,376 △52,419

株主資本合計

前期末残高 4,630,762 1,854,395

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △176,204 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,558,008 54,437

自己株式の取得 △47,754 △42

自己株式の処分 5,600 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

当期変動額合計 △2,776,367 54,394

当期末残高 1,854,395 1,908,789

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △742 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

742 －

当期変動額合計 742 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金

前期末残高 611 611

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ －

当期変動額合計 － －

当期末残高 611 611

評価・換算差額等合計

前期末残高 △131 611

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

742 －

当期変動額合計 742 －

当期末残高 611 611

新株予約権

前期末残高 76,121 76,080

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △40 △74,910

当期変動額合計 △40 △74,910

当期末残高 76,080 1,170

純資産合計

前期末残高 4,706,752 1,931,087

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △176,204 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,558,008 54,437

自己株式の取得 △47,754 △42

自己株式の処分 5,600 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 701 △74,910

当期変動額合計 △2,775,665 △20,516

当期末残高 1,931,087 1,910,570
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当社は、前事業年度において営業損失95百万円、当期純

損失2,144百万円を計上し、当事業年度におきましても、営

業損失596百万円、当期純損失2,558百万円を計上いたしま

したことから、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。

当社としては当該状況を解消すべく、また昨今の市場環

境等を踏まえ、人員の大幅削減・本社事務所の移転等、経

営合理化策及び安定した資金の確保等を中心とした施策

等を進めてまいりました。その結果、平成22年２月期の販

売管理費は、前期比大幅な削減が可能となる見込みです。

今後も継続して事務部門の見直しや運営コストの削減等

に積極的に取り組み、経営の効率化に努めてまいります。

また、不動産事業の再構築を図り、当面は事業領域を

「完成物件の買取り、再販事業」に絞り、経営資源を同事

業に集中的に投下してまいります。　　

実際に平成20年10月に買取った１物件（マンション14

戸）は順調に販売が進んでおります。平成22年２月期はさ

らに５案件程度の実施を計画しており、「完成物件の買取

り、再販事業」を当社の収益の柱として、推し進めてまい

ります。

なお、物件の情報入手及び販売活動は、協力会社数社と

共同して行い、十分なデューデリジェンスを行ったうえ

で、厳選した物件のみを購入してまいります。

上述の通り、経営合理化策につきましては一応の成果は

出たものの、引き続き販売費及び一般管理費の見直しを継

続すると共に、「完成物件の買取り、再販事業」の推進に

より、継続的に営業キャッシュ・フローを創出し、経営の

安定化を図ってまいります。なお、当面資金繰りに支障は

無いものと考えております。

当社としては、これらの施策を実施し、確実に収益を確

保し、黒字体質への早期転換を目指してまいる所存であり

ます。　

当財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。　

──────
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

 (1) 子会社株式

     移動平均法による原価法　

(1) 子会社株式　

　　　　　　　　 同左

 (2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により

算定しております。）

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

　

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1) 販売用不動産

個別法による原価法

(1) 販売用不動産、仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

　 (2) 貯蔵品

移動平均法による原価法

(2) 貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借貸借表

価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定しておりま

す。）　

（会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　

平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ58,618千円

減少しております。

　

３．固定資産の減価償却の

方法

  有形固定資産

平成19年４月1日以降取得の資産

　法人税法の規定による定率法

　ただし、建物（建物付属設備を除く）

については、法人税法の規定による定額

法

  有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年４月1日以降取得の資産

　法人税法の規定による定率法

　ただし、建物（建物付属設備を除く）

については、法人税法の規定による定額

法

　 平成19年３月31日以前取得の資産

　法人税法の規定による旧定率法

　ただし、平成10年４月１日から平成19

年３月31日までに取得の建物（建物付

属設備を除く）については、法人税法の

規定による旧定額法

平成19年３月31日以前取得の資産

　法人税法の規定による旧定率法

　ただし、平成10年４月１日から平成19

年３月31日までに取得の建物（建物付

属設備を除く）については、法人税法の

規定による旧定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　　10年～15年　
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項目
前事業年度

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

４．繰延資産の処理方法 　株式交付費は株式交付のときから３年間に

わたり定額法により償却しております。

　

同左

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案して、必要と認められ

る額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 訴訟損失引当金

　将来発生する可能性のある訴訟に係る売

買契約違約損失に備えるため、当事業年度

末に必要と見込まれる損失発生見込額を

計上しております。

　

(2) 訴訟損失引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

　

──────

７．その他財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっており、控除対象外消費税及び

地方消費税は、当事業年度の費用として処

理しております。

消費税等の会計処理

同左

　

　

【会計処理方法の変更】

該当事項はありません。　

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

　（貸借対照表)

　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「立替金」は、当期において、資産の総額の100分の１

を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期末の「立替金」は4,580千円であります。

　

（貸借対照表）

 前期において「違約金損失引当金」として掲記されて

いたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い財務諸

表の比較可能性を向上するため、当期より「訴訟損失引当

金」に区分掲記しております。

　

　（損益計算書)

　前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ました「受取配当金」は、営業外収益の総額の100分の10

を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期における「受取配当金」の金額は203千円であ

ります。

　

　

【追加情報】

該当事項はありません。　
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

                    ──────

　　

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　 　100千円　

　

※２　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

 (1)質権

担保資産

※２　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

 (1)質権

担保資産

定期預金      100,320千円 定期預金 100,641千円

同上に対する債務 同上に対する債務

株式会社ドーコーボウ（当社

の子会社）の仕入債務
70,283千円

株式会社ドーコーボウ（当社

の子会社）の仕入債務
17,045千円

　　 　　(2)抵当権　

担保資産　 　　

　販売用不動産 190,155千円

同上に対する債務　 　　

　関係会社短期借入金 100,000千円

　

※３　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

※３　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

立替金 81,072千円 立替金 10,409千円

　

※４　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき、自己資本の充実を図るため、事業用の

土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を

負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部にそれ

ぞれ計上しております。

※４　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24

号）に基づき、自己資本の充実を図るため、事業用の

土地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を

負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部にそれ

ぞれ計上しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条、第４号に定める地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するための財産評価基本

通達により算出しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条、第４号に定める地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するための財産評価基本

通達により算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額

51千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額

△14千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　給与手当及び役員報酬 82,834千円

　租税公課 44,148 

　管理諸費 147,613 

　地代家賃 52,347 

　減価償却費 1,035 

　

　給与手当及び役員報酬 56,487千円

　租税公課 32,876 

　管理諸費 90,811 

　地代家賃 11,893 

　減価償却費 100 

販売費と一般管理費の割合 販売費と一般管理費の割合

　販売費 4.1％

　一般管理費 95.9 

　

　販売費 1.6％

　一般管理費 98.4 

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

　関係会社からの受取利息 63,363千円

　

　

　関係会社からの受取利息

　関係会社への支払利息　

　

874

1,093　

　

千円

　

　

※３　関係会社貸倒引当金繰入額

　子会社に対する貸付金2,952,403千円から当該貸付

金の回収可能額を控除したものであります。

　

                    ──────

※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 　　　　　　　　　　──────

　建物 9,002千円

　工具・器具及び備品 210 

 　 計 9,213 

　

　

※５　関係会社株式評価損の内訳は次のとおりでありま

す。

　　　　　　　　　　──────

　㈱グローバルコーポレーション 365,187千円

　㈱サイバーリップル 101,599 

　　計 466,787 

　

　

　

  　　　　　　　　　────── ※６　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下げ額　　

　売上原価　 58,618千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度 (自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数(千株)

当事業年度増加株
式数(千株)

当事業年度減少株
式数(千株)

当事業年度末株式
数(千株)

普通株式　(注)１.２ 59 4,765 560 4,264

合計 59 4,765 560 4,264

　　(注)　１．自己株式の株式数の増加4,765千株は、単元未満株式の買取りによる増加５千株、連結子会社が貸付金の代物

弁済によって取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分4,759千株であります。

２．自己株式の株式数の減少560千株は、親会社への売却による減少であります。

当事業年度 (自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数(千株)

当事業年度増加株
式数(千株)

当事業年度減少株
式数(千株)

当事業年度末株式
数(千株)

普通株式　(注) 4,264 2 － 4,266

合計 4,264 2 － 4,266

　　(注)　自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

(リース取引関係)

　前事業年度(自 平成20年３月１日　至 平成21年２月28日)

　該当事項はありません。　

　

　当事業年度(自 平成21年３月１日　至 平成22年２月28日)

　オペレ－ティング・リ－ス取引　

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料　

１年以内 2,340千円

１年超 4,875千円

合計 7,215千円

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成21年２月28日）及び当事業年度（平成22年２月28日）における子会社株式で時価のあるもの

はありません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,056,777千円

関係会社株式評価損 41,341　

繰越欠損金 454,759　

その他 19,410　

繰延税金資産小計 1,572,287　

評価性引当額 △1,572,287　

繰延税金資産合計 － 　

　

貸倒引当金損金算入限度超過額 539,181千円

たな卸資産評価損 23,851　

繰越欠損金 971,817　

その他 14,974　

繰延税金資産小計 1,549,825　

評価性引当額 △1,549,825　

繰延税金資産合計 － 　

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　税引前当期純損失を計上しているため記載しており

ません。

　

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳　

法定実効税率 40.7 ％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入され

ない項目

1.7 　

住民税均等割等 4.3 　

評価性引当額の増加額 △43.1　

その他 0.7 　

税効果会計適用後の法人税等の

負担率

4.3 　

３. 再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注記

事項の貸借対照表関係に記載しております。

３. 再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注記

事項の貸借対照表関係に記載しております。

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に記載しているため、注記を省略しております。

当事業年度(自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

１株当たり純資産額   59.77 円

１株当たり当期純損失金額  74.74 円

１株当たり純資産額 61.53 円

１株当たり当期純利益金額 1.75 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日)

 　当期純利益又は当期純損失（△）(千円) △2,558,008 54,437

 　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）(千円)
△2,558,008 54,437

 　期中平均株式数(株) 34,225,981 31,034,478

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在

株式の概要 

 新株予約権４種類

　(新株予約権の数6,653個)

　新株予約権の概要は「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

（２）新株予約権の状況」に記

載の通りであります。

 新株予約権３種類

　(新株予約権の数3,650個)

　新株予約権の概要は「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(２）新株予約権の状況」に記

載の通りであります。

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

訴訟について

　連結財務諸表「注記事項(重要な後発事象)」に記載しているため、注記を省略しております。

当事業年度(自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日)

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略して

おります。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末残
高(千円)

有形固定資産                             

建物 － 1,158 － 1,158 100 100 1,058

土地 2,576 － － 2,576 － － 2,576

有形固定資産計 2,576 1,158 － 3,735 100 100 3,635

長期前払費用 493 － 93 400 116 99 283

繰延資産                             

株式交付費 24,294 － － 24,294 24,294 1,881 －

繰延資産計 24,294 － － 24,294 24,294 1,881 －

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金（注） 2,750,182 1,000 － 16,491 2,734,690

訴訟損失引当金 34,000 － 2,400 － 31,600

　(注)　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、保証金、不動産共同事業出資金等の回収によるものであります。
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(２)【主な資産及び負債の内容】

① 流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 148

預金     

　当座預金 2,953

　普通預金 126,978

　別段預金 1,107

　定期預金 100,641

小　計 231,681

合　計 231,830

ロ．販売用不動産

区分 金額(千円)

　福岡県 510,000

　東京都 574,208

合　計 1,084,208

ハ．仕掛販売用不動産

区分 金額(千円)

　神奈川県 178,647

合　計 178,647

ニ．貯蔵品

区分 金額(千円)

　収入印紙 220

　切手 11

合　計 231

ホ．預け金

区分 金額(千円)

　ＢＮＰパリバ証券会社 238,277

合　計 238,277
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② 固定資産

イ．関係会社株式

区分 金額（千円）

株式会社ドーコーボウ 292,086

合　計 292,086

ロ．破産更生債権等　

区分 金額（千円）

株式会社グローバルコーポレーション 2,383,830

株式会社サイバーファーム 278,000

ユキfリング 11,360

合　計 2,673,190　

(３)【その他】

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟

 「１．連結財務諸表等（２）その他　③ 訴訟」に記載しているため、省略しております。　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

 　 ２月末日

１単元の株式数 1,000株

　
単元未満株式の買取り

　

　

　

取扱場所

　

　

（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社　本店

　

株主名簿管理人

　

　

（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号　　中央三井信託銀行株式会社

　

取次所

　

－

 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.proje.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

 (注)  当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

を有しておりません。 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第87期）　(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)平成21年５月27日関東財務局長に提出

(2) 四半期報告書及び確認書

（第88期第１四半期）（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）平成21年７月15日関東財務局長に提出

（第88期第２四半期）（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）平成21年10月15日関東財務局長に提出

（第88期第３四半期）（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）平成22年１月14日関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書

平成22年１月22日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第17号（連結子会社に

係る破産申立て等）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年５月25日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 フロンティア監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　　幸雄　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠田　　晴夫　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロジェ・ホールディングスの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロジェ・ホールディングス及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　１．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は前連結会計年度に引き続

き、当連結会計年度においても継続的に営業損失及び当期純損失を計上しており、営業キャッシュ・フローも４期連続

してマイナスとなっている。また、連結子会社である株式会社グローバルコーポレーションの金融機関からの借入金に

ついては、延滞利息等の請求は受けていないが、返済期日は経過していることから、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

　２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社及び子会社である株式会社グローバルコーポレーションは、株式

会社ポイントより平成21年３月24日に東京地方裁判所宛に3,150万円の損害賠償等請求に関する訴訟の提起を受けて

いる。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社プロジェ・ホールディングス(E00532)

有価証券報告書

95/98



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成22年５月25日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 フロンティア監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　　幸雄　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠田　　晴夫　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロジェ・ホールディングスの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロジェ・ホールディングス及び連結子会社の平成22年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社プロジェ・ホールディン

グスの平成22年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内

部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明

することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社プロジェ・ホールディングスが平成22年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に

準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

以　　上

　
※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年５月25日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 フロンティア監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　　幸雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠田　　晴夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロジェ・ホールディングスの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第87期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

ジェ・ホールディングスの平成21年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　１．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は前事業年度に引き続き、

当事業年度においても継続的に営業損失及び当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社及び子会社である株式会社グローバルコーポレーションは、株式

会社ポイントより平成21年３月24日に東京地方裁判所宛に3,150万円の損害賠償等請求に関する訴訟の提起を受けて

いる。　

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成22年５月25日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 フロンティア監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　　幸雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠田　　晴夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロジェ・ホールディングスの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第88期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

ジェ・ホールディングスの平成22年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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